


序　　　　　文

　日本国政府は、モンゴル国政府の要請に基づき、同国の税務教育システム構築に係る調査を実

施することを決定し、国際協力事業団（現 独立行政法人国際協力機構、以下JICAとする）がこ

の調査を実施することといたしました。

　JICAは、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効率的に進めるため、平成15年８月20日か

ら８月 30 日までの 11 日間にわたり、JICAモンゴル事務所長 平井 敏夫 を団長として事前調査

（S／W協議）を実施しました。

　調査団はモンゴル国政府並びに国税庁関係者と協議を行うとともに、JICAがこれまで協力して

きた徴税機能強化支援調査、及び納税者情報システム構築支援調査により提言を行ってきた徴税

制度及び情報管理システムの現状把握を行い、本格調査に関する実施細則（S／W）に署名しま

した。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成 15 年 10 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国際協力機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　松岡　和久
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第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景・経緯

（1）モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）政府は、社会主義計画経済から市場経済への移

行を積極的に推進しているが、政策の実施能力は依然脆弱であり、歳入不足から巨額の財政

赤字を抱えている（2001 年度約 4,100 万米ドル）。それに対し、JICA は 1998 年からモンゴ

ルの徴税能力を強化し、公共政策の基盤となる税収を増加させるための協力を、同国国税庁

（GDNT）に対して行ってきた。

（2）JICA のこれまでの協力は、①制度設計と②情報管理システム構築の２つに分けることがで

きる。①においては、税法改正案に対する改善点の指摘、及び徴税機能強化につながる各種

制度・組織創設の提言を行い、徴税に関する制度枠組みの構築に貢献した１。②においては、

課税関連情報をデータベース化し、国税庁の検査能力を強化することを目的に、「第三者情報

システム」の構築とその運用・展開のための技術指導を行い、業務の効率化、脱税の看破等

の具体的な成果をあげるに至っている２。

（3）上記協力により、モンゴル徴税分野の制度インフラに関する改善の方向性が定まり、徴税

ベースの拡大へ向けた情報インフラの基礎が整ったということができる。しかしながら、そ

れらを活用する「人材」はいまだ大きく不足している。国税庁税務職員の税目別知識や税務

会計能力等の不足が、多くの徴税機会を逃している点が強く指摘されている。

（4）税務職員の能力不足の主因は、その脆弱な教育システムにある。税務職員の教育カリキュ

ラムは初級の一般的な内容の枠を出ていない。教科書は存在せず、教育担当者は中央に

２名、各市県区の税務署に１名ずついるのみである。加えて、上記のような脆弱な教育シス

テムを改善していくための中長期的な計画、ビジョンは現在のところ存在していない。

（5）以上にかんがみ、モンゴル政府は徴税能力強化へ向けた税務教育システムの構築に係る支

援を、日本政府に対して要請した。それを受けて JICAは 2003 年８月に事前調査を行い、モ

ンゴル国税庁と調査の枠組みを決める実施細則（S／ W）を署名・交換し、調査の開始を決

定した。

１ 詳細は、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化部門」、及び「モンゴル国市場経済化支援調査（徴税機能強化支援調査

フェーズⅡ）」の最終報告書参照。
２ 詳細は、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化支援調査フェーズⅡ（納税者情報システム構築支援）」最終報告書参照。
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１－２　事前調査の目的・論点

　今回の事前調査は、①本調査のカウンターパート（C／ P）である国税庁と協議し、調査の枠

組みを定めたS／Wに署名・交換すること、②本格調査の実施に必要な情報を収集すること、の

２点を目的に行った。

　S／W協議において想定された主な論点は、以下の２点であった。

①　調査の重点分野、範囲の確認

②　C ／ P 職員の着実な確保

（1）モンゴル政府の当初要請には、①税務職員教育システムの土台づくりのほかに、②税務会

計水準の向上支援、③納税者広報、租税教育の施策提案、の２つが大項目として含まれてい

た。それに対し、JICAは、1）あくまで税務教育システムの構築に注力したい、2）これまで

の行ってきた協力のフォローアップも行いたい、との考えをもっていた。

　今回の協議では、1）①を中心コンポーネント（コンポーネントＡ）とすること、及び 2）

「JICA提言のフォローアップと実施支援」（コンポーネントＢ）を新たに設け、②及び③はそ

のなかでまとめて扱うことを提案することとしていた。

（2）JICAは本調査を教育システムの「土台づくり」と位置づけ、土台づくりのあとスムーズに

「実施支援」へと移ることを考えている。現時点で構築すべき土台には計画、カリキュラム、

教材、リーダーと教員があるが、そのなかで最も重要なのが「リーダーと教員」である。本

調査で必要な人材を必要な数だけ育成できるかが、「実施」へのスムーズな移行の鍵といえ

る。今回の協議では、十分な「数」を確保するため、12 名をフルタイムのC／ Pとして提供

することを国税庁に提案することとしていた。

１－３　団員構成と調査日程、主要面談者

１－３－１　団員構成

担当分野 氏　名 所　　　属

総　　括 平井　敏夫 国際協力事業団モンゴル事務所　所長

税務教育 中村　毅志 税務大学校　教授

調査企画 馬渕　俊介 国際協力事業団社会開発調査第一課

通　　訳 Narmandakh Sandagsuren
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１－３－２　調査日程

１－３－３　主要面談者

（1）財政経済省

Mr. L. Enkhtaivan Vice Minister

Mr. E. Sandagdorj Director, Fiscal Policy and Coordination Department

日 順 月日（曜日）

１ ８月20日（水）

２ ８月21日（木）

３ ８月22日（金）

４ ８月23日（土）

５ ８月24日（日）

６ ８月25日（月）

７ ８月26日（火）

８ ８月27日（水）

９ ８月28日（木）

10 ８月 29日（金）

11 ８月 30日（土）

活　　　動

東京（13:30）→ ウランバートル（19:00）OM 502

・JICAモンゴル事務所表敬、協議

・財政経済省経済協力局Amarsaikhan局長表敬

・国税庁Zorig長官、Mishiglunden副長官表敬、協議

・ 財政経済省Enkhtaivan副大臣表敬

・国税庁情報処理局Badamtsetseg局長訪問・協議

・第三者情報システムのモニタリング

・財政経済省予算局予算・税務政策課Ganchimeg課長訪問・協議

議事録作成、報告書作成等

ウランバートル→ホブド県 （Mishiglunden副長官が同行）

・ホブド県税務署訪問・協議

・ホブド県西部研修センター視察

ホブド県→ウランバートル

・国税庁税務行政局Erdenbaatar局長訪問・協議

・S／W協議（Mishiglunden副長官）

・研修情報センターPurvee所長訪問・協議

・米国国際開発庁（USAID）表敬・協議

・S／W協議（Zorig長官、Mishiglunden副長官）

・国税庁資源管理・内部監査局Norjinlkham局長訪問・協議

・国税庁検査局Gansukh局長訪問・協議

・納税者ワンポイント・サービスセンター（ハン・ウル地区） 視察

・レポート作成

・世界銀行モンゴル事務所表敬

・S／W協議（Mishiglunden副長官）

・国税庁徴収部Khurmetkhan部長訪問・協議

・S／W署名・交換

・JICAモンゴル事務所報告

・アジア開発銀行（ADB）表敬

・在モンゴル日本国大使館報告

ウランバートル（8:00）→ 東京（12:30）OM 501
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Mr. Kh. Amarsaikhan Director, Department of Economic Cooperation Policy

and Coordination

Ms. P. Ganchimeg Head, Budget Revenue and Tax Policy Division, Fiscal Policy

and Coordination Department

（2）国税庁

Mr. L. Zorig Director General

Mr. Ya. Mishiglunden Vice Director General

Mr. B. Norjinlkham Head, Resource Management and Internal Control Division

Mr. B. Erdenebaatar Head, Tax Administration and Methodology Division

Mr. Kh. Khurmetkhan Head, Tax Collection Division

Mr. Ch. Gansukh Head, Tax Inspection Division

Ms. L. Badamtsetseg Head, Information Processing and Automation Division

Mr. Ya. Purvee Director, Training and Information Center, GDNT

１－４　S／W協議の概要

１－４－１　協議結果

　最終的に設定された本格調査の枠組みは、以下のとおりである。

（1）調査の目的

（2）調査の上位目標

調査目的：

１．モンゴル国税庁の税務職員教育システムの基盤を構築する（コンポーネントＡ）

２．これまでに JICAが提案・構築した制度・組織体制を円滑に実施・運用するための

支援を行う（コンポーネントＢ）

上位目標：

　モンゴル国において、自助努力に基づく安定した租税収入確保の基盤が築かれる
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（3）調査で達成すべき成果

　　

１－４－２　協議概要

　国税庁、JICA双方に大きな見解の相違はなく、順調に進んだ。主な論点は以下のとおりである。

（1）調査の重点分野、範囲

　協議の結果、以下のとおり合意した。

・重点はあくまでコンポーネントＡである。

・「税務会計基準の向上」については、コンポーネントＡにおいて国税庁職員の研修カリ

キュラムに入れ込み、教材も作成する。併せて、コンポーネントＢのなかで税理士資

格の付与や試験等、法制化済みの税理士制度を運用していく方法について、提言を取

りまとめる。

・「納税者広報・サービス」については、コンポーネントＢのなかで現状をレビューし、

日本の経験を基に改善策を提示する。「租税教育」についても、同じくコンポーネントＢ

のなかで、学校教育システムに租税教育を組み込んでいく方策について、日本の例を

紹介しながら提案する。

　また、モンゴル政府の要請には「税務教育システム構築計画の策定」はなかったが、JICA

からの重要な新規提案として強い賛意が国税長長官から示され、コンポーネントＡの要素

として加えることで合意を得た。

〈コンポーネントＡ〉　税務職員教育システムの基盤構築

①　税務教育システム構築計画（長期ビジョン及び短期行動計画）を策定する。

②　税務職員教育カリキュラムを改定する。

③　基礎教材〔付加価値税（VAT）、法人税、所得税、その他の税、課税・検査、徴収、

税務会計等〕を開発する。

④　研修情報センター教員及び国税庁幹部候補者を育成する。

〈コンポーネントＢ〉　JICA徴税機能強化協力の運営状況モニタリング、実施促進支援

①　第三者情報システムの効率的・効果的活用を促進する。

②　納税者広報・サービス、租税教育に関する改善案を提示する。

③　税理士制度の運用方策を提示する。

④　不動産税制、法定領収書制度、確定申告制度、汚職防止制度等の制定へ向けた提言

を提示する。
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（2）調査実施体制

　本調査の実施過程において調査終了後に、①リーダーとして税務教育システムを運営す

る人材、及び②教官として税務職員の指導にあたる人材を育成することが非常に重要であ

るとの認識の下、JICA から以下の事項を申し入れ、先方の了解を取り付けた。

・国税庁のリーダー候補、研修情報センターの教員候補として、12 名をフルタイムの

C／ Pスタッフとして本調査にあてる。C／ Pはワーキンググループを形成し、調査

団と共同で計画策定、カリキュラム改訂、教科書作成を行う。

・C／ P の選定は 10 月までに終える。C／ P 選定の基準として、①大卒レベルの学歴、

５年程度以上の税務職員経験を有している優秀な若手～中堅職員であること、②長期

にわたり国税庁に勤務する意思があること、の２点を設定する。

・JICAモンゴル事務所も C／ Pの選定に参加する。

・国税庁は、12人が調査中に異動することのないよう便宜を図る。

　また、財政経済省、国税庁、JICA の関係者から、「税務教育システムを改善するには人

事制度も併せて改善していかなければならない」との指摘があった。競争意識の醸成、優

秀な人材の転職防止、汚職の防止等の観点から人事制度とリンクさせて研修を考える視点

が極めて重要であることを双方で確認した。

（3）調査期間

　当初21か月としていたが、迅速に成果を出すことが必要であるとの観点から、要請どお

りの18か月で実施した方が良いのではないかとの指摘があった。協議の結果、以下のとお

り決定した。

・十分に質が高くすぐ使える教科書を作成すること、及び税務教育システムを支える

リーダーあるいは教員となる人材を育成することを重視し、予定どおり21か月で実施

することとする。

・成果品を迅速に提示するという観点から、初級教材、中級教材、税務教育システム開

発計画などの成果品は、完成した時点で調査終了を待たずに国税庁に提出し、活用し

ていくこととする。併せて、実際の税務教育の実施フェーズに対する協力も、本調査

の目処がついた段階で迅速に実施できるようアレンジすることとする。

（4）その他の協議事項

1） レポート

　すぐに活用可能な成果品を提出するという視点を重視し、レポートは要約、メインと

もモンゴル語で作成することで双方合意した。
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2） オフィススペース、必要資機材

　前回の調査（徴税機能強化支援フェーズⅡ）で利用したスペースでは十分でないこと

を指摘し、２倍程度の容量のある部屋の提供を受けることとなった。また、一時的に利

用可能な部屋としてセミナールーム及び研修情報センター教室を活用することとした。

上記で不足するスペースについては、JICA が独自予算で確保することとした。

　また、国税庁の強い要望を受けて、パソコンや家具等の必要資機材についても、不足

部分は JICAが自前で調達することとなった。

3） 車　両

　車両についても、国税庁の強い要望を受けて、JICA が自前で調達することで合意し

た。

１－５　今後の調査実施における留意事項

　事前調査を通じて確認された、今後の調査実施における留意事項を以下に記す３。

〈調査開始まで〉

（1）タイミング良い成果品提出

　調査期間は 21 か月であるが、成果品を最後にひとまとめに提出するのでは、順調に調査が

進むと仮定しても、調査の成果が活用されるのは 2005 年夏以降となってしまう。税務教育は

既に実施されているものであることにもかんがみ、成果品は完成したものから活用するべきで

あろう。コンポーネントＢやコンポーネントＡの「税務教育システム構築計画の策定」等は、

可能であれば中間報告書提出時までに終了し、残りの期間で提言の実現へ向けた働きかけを行

えるようにしたい。また、基礎教材についても、完成したものから活用し、使い勝手を確認し

ていく必要があろう。

（2）適切な C／ P の選定と配置

　本調査を成功に導き、かつ、あとに続く技術協力を意義のあるものにするには、①適切な国

税庁の人材をC／Pとして集め、②調査の過程で十分に訓練し、③調査終了後に教員や要職等

のしかるべきポストに就けることが非常に重要である。①については、選定に参加することと

なった JlCA モンゴル事務所が慎重に検討を行う必要がある。可能であれば、簡単な面接を行

うことも有効であろう。また、選定に際しては、③をある程度前提にすることを、国税庁にあ

らかじめ確認しておくことが重要である。調査開始後も、政策決定者に対する報告を徹底し、

３ 今後の留意点については、「第４章　本格調査の実施方針（案）」も参照のこと。
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育成した人材の適切な配置を考えるよう働きかけるべきであろう。

〈調査開始後〉

（3）政策の見極めと政策への働きかけ

　第２章にも指摘があるとおり、現時点における税務教育システムの最大の問題は、「教員不

足」である。今後財政経済省あるいは国税庁が教員を増員する決定をしていかなければ、税務

教育を成り立たせること自体、極めて難しい。また、人材配置のあり方や昇進・昇給制度等が

どう変わり得るか（変え得るか）によって、研修の方法も変わってくる。つまり、税務教育シ

ステム構築計画（特に短期）や教育カリキュラムは、「現在どうであるか」「本来どうあるべき

か」「今後どの程度変更が見込めるか」の３つのバランスを考えながら策定していく必要があ

る。

　また、「本来どうあるべきか」にどの程度近づくことができるかは、調査のなかでどの程度

政策決定者を巻き込んで議論できるかに大きくかかわってくる。国税庁副長官を直接の連絡相

手として、財政経済大臣あるいは副大臣まで巻き込んで調査を進めていくことが不可欠であ

る。調査団のみならず、大使館、JICAモンゴル事務所等のオールジャパン体制による政策への

働きかけが必要であろう。
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第２章　税務教育システムの現状と改善の方向性

　本章においては、「コンポーネントＡ：税務職員教育システムの基盤構築」に関する調査結果

を報告する。

２－１　税務職員研修に関するこれまでの提言

　1999 年８月の「モンゴル国市場経済化支援調査 徴税機能強化部門」最終報告書によると、税

務職員の養成に関して次の問題点の指摘及び提言が行われている。

（問題点） ①　税務職員を育成・養成するために初級研修が行われているが、研修期間が短く

　　　　　その内容も十分とはいえない。

②　中級研修及び上級研修は予定されているが、実施はされていない。

③　各研修については体系化されておらず、相互間の関連性も乏しく、優秀な税務

職員を育成・養成するための効果的な研修カリキュラムとはいえない。

④　税務行政の質的向上をめざすうえで、税務職員の倫理観、専門的知識及び技能

等を向上させることは必要不可欠である。

（提　言）　 優秀な税務職員を育成・養成するためには計画された「長期研修」を通じ、税務

　　　　職員としての人格及び識見を高め、税務に必要な専門知識及び技能を習得し、か

　　　　つ、その応用能力を養成し、さらに租税の理論及び税法の運用に関する高度の研究

　　　　を行うことにより、税務行政の質的向上を図ることが望ましい。提言する長期研修

　　　　プログラムは、

①　初級研修：原則として新規に採用された正規職員で各税務署等へ配属される前

の者を対象に税務職員として、必要な知識及び技能などの基礎的事項を習得する。

②　中級研修：初級研修を修了した者で３年間の実務経験を経た者を対象に試験を

実施し、当該試験結果、初級研修の成績及び過去の勤務成績等を斟酌し、中堅幹

部候補にふさわしい者として選抜された者を研修の対象とする。討議方式の教育

に重点を置き、当該討議を通じて税務職員としての判断力、説得力及び即応力等

を深める。

③　上級研修：中級研修を修了した者のなかから、中級研修における成績及び勤務

成績などを斟酌し、極めて優秀で国税庁の幹部要員にさせるべき者を選抜し、そ

の者に税務に関する理論又は税務行政上の諸問題について研究させる。

２－２　税務職員研修の現状と問題点

　上記最終報告書において指摘されている問題点は、基本的には現状においても何ら改善されて
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いないといえる。つまり、提言が生かされていないということになるが、その現状について今般

行った聞き取り調査の概要は、以下のとおりである。

（1）税務職員の構成

　税務職員の採用にあたっては、基本的には大卒を条件としている。ただし、地方（特にソ

ム４レベル）ではこの条件に適合する希望者が少ないため、その他の採用も認めている。現

在、税務職員は 1,100 名（大卒 864 名、高専卒 203 名、高卒 26 名、中卒７名）である（事務

職を除く）。採用は一律であり、日本の公務員Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種のような採用区分はない。

　ウランバートルの都市税務署では、２年に１度人事異動を行っているが、ソムレベルでは

地元から離れることを拒否するものもいる。なかには牧畜を兼業しており、転勤が不可能な

者もいる。

　定年は男 60 歳、女 55 歳である。現在、職員の年齢構成は 36 ～ 40 歳をピークにほぼ正規

分布である。新規採用は毎年60名との回答を得ているが、実際には欠員に対して国家公務員

試験合格者から採用されるとの回答もあり、また、転職者はほとんどないということなので、

定員増がない場合、定年者が増加するまで新規採用が極端に少なくなることも考えられる。

（2）税務職員の事務分担

　職員の事務分担は、大きく分けて課税・徴収担当と検査担当の２つである。

　課税・徴収担当は個別（特定）の納税者に関し、申告時点から納税に至るまで一貫して担

当することとされており、その納税者のアドバイザーも兼ねているといえる。したがって、

申告に関しては、必要となる納税者に対する質問・検査は、課税・徴収担当により行われる。

なお、モンゴルでは申告納税制度が建前であるが、現実には納税者は課税・徴収担当と相談

のうえ申告を行っており、ここで不正（申告額のネゴシエーション）が発生しやすいとのこ

とである。ただし、現在、納税者ワンポイント・サービスセンターにおいて申告相談、申告

書の作成指導及び受付を試行的に行っており、近い将来課税事務（申告相談等）は同センター

に移管され、課税・徴収担当は徴収事務に特化して業務を行うことになる可能性がある。

　検査担当は、課税・徴収担当部署によりいったん確定した申告内容が正しいかどうか、検

査を行う部署である。検査は事務計画（ノルマ）に従い行われ、法人税の場合、実地調査率

は約 30％（ほぼ３年一巡）と高率であり、時効内で接触できている。再度確認する必要はあ

るが、検査担当の最大のメリットは、追徴税額の一定割合が担当者個人にバックされる報奨

金制度があることである。検査による追徴税額の確定にあたり、納税者と検査官の間でネゴ

４「ソム」は、県の下に位置する行政区である。
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シエーションが生じることを防止するという効果はあるかもしれないが、個人にバックする

という制度はあまり健全ではないように思われる。

　ソムレベルでは検査担当は配置されていない。また、上記のとおり職員が長期間滞留して

おり、構造的に納税者との癒着が発生している可能性が大きい。

　いずれにせよ、両事務間の人員配分、将来的な事務の増減、ソムレベルを含めた人事ロー

テーションを考慮しつつ、研修体系を組み立てていく必要がある。

（3）研修情報センターの現状

　現在、税務職員研修はウランバートルの研修情報センターとホブド及びドルノド両県にあ

る地方研修センターが担当している。政府による公務員削減等のため、研修情報センターの

人員も９名から５名に減少している。この減少には、これまで認められていた副業（民間企

業に対する税務講習）が法律で禁止されたことに伴う優秀な教員の民間への流出も含まれて

いる。５名の内訳は、所長、電話相談員、教員２名及び運転手である。また、教員２名は税

務経験８年と２年であるが、教員としては２名とも新任である。更に、地方研修に出張可能

な教員は経験２年の者１名であり、研修機関としては全く機能していないといえる状態であ

る。

　研修情報センターの施設は、ウランバートル市税務局の建物内に所長室１、教員室２及び

集合研修のための教室１が確保されている。研修情報センターが管理する図書室も併設され

ているが、所蔵図書は極めて少ない。

　ホブド所在の地方研修センターを訪問し、現状について聴取した。今般、国会でホブドが

モンゴル国西部地区の中心都市に認定されたことで、西部５県の研修拠点になるとのことで

あった。ホブド研修センターは、ホブド県税務署を増築し、集合研修のための教室１が確保

されている。ここでの税務職員に対する研修は、年２回であるが、全職員を対象に行う研修

は、年度末に17のソムの職員（各税務署員）がホブドに集まる機会を利用して行っている。

　ホブド研修センターの教員（１名）は、各ソムを巡回して行う納税者教育（指導）も担当

しているため極めて多忙であり、また、必ずしも教員経験（研修ノウハウ）があるわけでは

ないので、どの程度の研修効果があがっているのか不明である。

（4）職員研修の現状

　現在行われている税務職員に対する研修は、制度的には、初級研修、中級研修、上級研修

に分類される。

①　初級研修

　新規採用職員は初級研修を受ける義務があり、研修情報センターが年に１回80時間の
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カリキュラムで行っている。この研修は新規採用の税務職員に税務に関する初級知識及

び税務職員としての倫理・道徳を養うためのものである。2003年度は、70名が受講した

とされている。

②　中級研修

　初級研修を受けた検査官（平均経験年数２～４年）を対象に112時間のカリキュラム

で行っている。この研修は会計・簿記、税務理論、国際課税等中級レベルの知識・技能

を習得するためのものである。

③　上級研修

　この研修は幹部職員を対象に毎年２月末に行っている。税務署における事務計画、事

務運営能力を養成するためのものである。

　なお、上記３研修のほか、租税条約、パソコン関連、英語等専門分野の研修も行なわ

れているとの回答を得ているが、その実態は不明である。また、研修方式は基本的に教

員による講義形式と思われ、例えばケーススタディを用いた研修生間での討議形式によ

る研修までは行われていないようである。

（5）研修教材

　過去に研修に使用された研修教材は、研修情報センターの図書室及び地方研修センターに

保存されている。

　各教材は、モンゴル語以外は存在していないため、その内容・レベルは必ずしも明らかで

はないが、過去各国の援助機関から受けたアドバイスをモンゴル語訳したもの、極めて基本

的な税法、又は事務手続き業を記したものなどを単に集積しているだけという印象を受け

た。

（6）研修と人事システムとの関連

　現状では、研修自体が十分機能していないと思われるうえに、研修の成果がその後どのよ

うに人事に反映されているのか全く不明である。最終的に現場に生かされない研修は実施し

ても意味がない。どのような研修であっても、研修受講者については、少なくとも一度は研

修成果を実践で生かせる場を提供する必要がある。その後の人事は勤務実績次第ということ

になろう。

　また、研修の受講を無条件に給与に反映させることは合理性に欠けるとしても、勤務成績

の優秀な者を給与面で優遇することは、官民を通じて通常行なわれていることである。現

在、モンゴルでは税務職員を含めた国家公務員の給与は、法律により勤務年数に応じて自動

的に上がる制度になっており、検査官の報奨金のような仕組みを除けば、勤務成績に応じた
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特別昇給のような給与をインセンティブとしたものはない。

　なお、最近、国家公務員の採用形態が１年単位の契約職員形態に改められたことから、こ

れを負のインセンティブ（勤務評定が低い、又は不正を働いている職員は契約を更新されな

い）として活用することは考えられる。

２－３　税務職員研修に関する改善提言の方向性

　モンゴルの税務職員研修に対する提言の方向性としては、基本的には上記1999年８月の最終報

告書に沿ったものとなると考えられる。

（1）教員の早期養成

　教員は、教員に任命されたからといって突然教員にはなり得ない。その意味では検査官に

任命されたからといって突然検査官になれるわけではないが、事実としては検査官として仕

事ができるようになる方が早い。これは、教員としての職場、検査官としての職場それぞれ

において蓄積された教員としてのノウハウ、検査官としてのノウハウの量に大きな差がある

からと思われる。

　また、教員にしても検査官にしても現業であり、これらのノウハウは文書で残されたとし

ても、最終的には教員、検査官個人が自分のものとして習得しない限り発揮できないもので

ある。その習得にあたっては本人の実務経験とともに、経験者からのアドバイスが非常に大

きな要素となる。結局、ある程度の人数を揃えて、その集団のなかに常にノウハウをもった

者が留保されている必要がある。

　例えば、日本の場合（平成 14 年度）、国税職員５万 6,466 名のうち税務大学校職員は 363 名

（0.6％）である。モンゴルにおいては立ち上げ時期ということもあり、まず約１％程度（12名

程度）を教員として確保し、軌道に乗った段階で順次入れ替えていくということが考えられ

る。

　今回の開発調査にあたっては、当面12名を養成することとし、将来の研修カリキュラムを

見込んで、バランスよくそれに合った分野から調達すべきであると考える。

　なお、ここでいう「教員」は、税務職員としての知識・資質の底上げを図る研修（いわゆ

る初級・中級研修）を行う教員である。例えば日本では、専門知識習得のための研修〔例え

ば、査察官、広報、訴訟、IT（情報技術）調査、移転価格調査等〕については、２週間程度

の研修にその専門的な事務に現に携わっている者を教員（講師）としてあてている。モンゴ

ルにおいても同様の方法が機能すると思われるため、極端に専門化した研修のための教員

は、短期的には今回養成する教員の範囲外とすべきであろう。
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（2）研修の構成

　モンゴルにおいては、基本的に大卒の一律採用であること、また、職員の離職率が極めて

低いことから、採用時から退職時までの期間を通じて、一貫した研修体系を構築しやすいの

ではないかと思われる。

　研修は、①税務職員として一般的に必要となる知識・資質の底上げを図るための研修と、

②特定の事務を行うためのより専門的な知識を習得するための研修との２つに分けることが

できる。今後ヘ向けた長期的なビジョンとしては、税務職員の増員、研修施設の確保、専門

研修の充実も視野に入れることも必要と考えるが、1999年８月の最終報告書では、上記①を

めざした研修を提言しており、今回の開発調査も同様の方針で的を絞った提言を行っていく

べきであると考える。

　各部局でのインタビューにおいても、制度としては研修を行うことが義務づけられている

ものの、実質的には質的にも量的にも研修が行われているとはいい難い旨のコメントが多

かった。そのなかには「専門的な研修が全く行われていない」というものもあったが、やは

り基本的な研修が形骸化していることへの危機感が最も強く感じられた。このため、今回の

提言の対象は、職員の能力底上げのための初級研修と中級研修が最も重要と考える。また、

実務に即した高度に専門化した知識を習得するための研修を担当できる職員が、モンゴル国

税庁内にいるかどうか不明である。その面からも、専門研修は長期ビジョンに含めるべきで

あると考える。

1） 初級研修

　新規採用者（例えば１月１日から12月 31日までの採用者）全員を対象として、一定

の時期に一定の期間（例えば３か月程度）集中的に行う必要がある。研修後の配属先は

様々であるが、税務全般にわたる基本的な知識の習得を目的とし、全員同一のカリキュ

ラムで実施する。研修方式は講義方式が中心となる。

　日本の場合、２通りの初級研修がある。１つは高卒者に対する研修で、採用直後から

１年１か月間、地方研修所において全寮制により行っている。研修科目は、①一般法律・

経済等の基礎科目、税法・簿記会計学、②社会人（公務員）としての良識・自覚を身に

付けさせるための活動及び教養科目、③体育・文化活動である。

　もう１つは大卒者に対する研修で、採用直後に４か月間、税務大学校（税大）本校に

おいて行っている。研修科目は、各税法、簿記等の基礎的な知識及び配属される事務系

統に密接に関連する税法等の専門的事項を中心としている。

　なお、日本では、賦課部門（所得税担当、法人税担当等）が確定した税額を徴収部門

が徴収するという事務分担のため、一概にはいえないが、より創造的な仕事と思える賦

課部門を希望する職員が多い。このため、当初徴収部門に配属された職員を賦課部門へ
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異動させるケースもあるが、中堅研修以後の異動は非効率なため原則的には行われない。

2） 中級研修

　モンゴル国税庁内で、課税・徴収担当と検査担当との間でどのような方針で人事異動

を行っているのかは定かではないが、中級研修まで（採用後３年程度）には各職員が所

属する事務系統をいったん確定させ、中級研修はそれぞれの専門分野の知識を深めるよ

うな研修を行うべきであると考える。研修方式は、中級研修までの実務経験を基にケー

ススタディを用いた研修生間の討議方式にも重点を置き、全体で６か月程度の期間を確

保したい。

　日本の場合、２通りの中級研修がある。１つは高卒者の初級研修修了者を対象とする

研修で、税務職員として７年以上の経験年数を経た職員で、部内の選抜試験に合格した

者に対し１年間、税大本校において実施する研修である。研修科目は、各税法、簿記会

計学等の専門科目、一般法律・経済等の基礎科目を中心に、税務の中核となる職員とし

てふさわしい素養を養うために必要な教科が組み込まれている。

　もう１つは大卒者に対する初級研修修了者を対象とする研修で、一定期間実務経験を

経た者に対して７か月間、税大本校において実施する研修である。研修科目は、各税法、

財務諸表論等の専門科目に重点を置き、専門官職としてふさわしい素養を養うために必

要な教科が組み込まれている。

　モンゴル国税庁の場合、大卒が採用条件とされており、各年度の採用者も60名程度で

あることから、採用後３年程度で選抜を行う実益があるかどうか（また、早期に職員間

の不和を招かないかどうか）、選抜の是非について十分検討する必要がある。ただし、現

実には高専、高卒採用者もいるので、研修を受けさせるための選抜ではなく、受けさせ

ない（不適格者を振るい落とす）ための選抜を行うことは考えられる。

3） 上級研修

　1999年８月の最終報告書にある上級研修のイメージは、国税庁（国税組織）の幹部職

員を育成するための研修であり、多分に管理者としての行政能力を付与するための研修

で、底上げというよりも幹部という専門家育成のための研修である。したがって、中級

研修が初級研修の延長線上にあるのと異なり、この意味での上級研修は、中級研修修了

者を受講条件としても中級研修とは性質の全く異なるものである。実際問題としても、

このような上級研修を受講するようなポストにある者が、長期間職場を離れて長期研修

を受講するということ自体あまり現実的ではない。

　本開発調査を開始するにあたっては、まず、「何をもって上級研修とするか」を十分検

討する必要がある。日本の場合、研究員として選考された者が、１年３か月間、高度の

専門的理論、技能を習得するため、特定のテーマを選定して自主研究を行い、その結果
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を論文の形で取りまとめるコースがある。また、海外取引に関する課税の充実を図るた

め、２～４か月間、英語、海外取引実務、国際租税法等の専門的知識、技能を習得させ

ることを目的として行う研修がある。

　今回の事前調査における各部局のインタビューにおいても、研修という場合、基本的

には全員初級・中級研修を念頭に置いてコメントしているように受け取れた。したがっ

て、本開発調査でいかなる研修を上級研修として位置づけるかについては、モンゴル国

税庁のニーズも十分把握したうえで決定すべきではないかと考えられる。

（3）研修教材

　初級研修の研修教材については、各税法〔付加価値税（VAT）、法人税、所得税、そ

の他の税〕、簿記・会計等の基礎的知識を習得するためのものとする。また、課税・徴

収、検査に関する事務手続をまとめたもの（事務提要）を作成したい。日本の初級研修

用教材の場合、基本的には各税法の重要なポイント、各条文の考え方のみを解説してい

る。法人税法202ページ（B5、以下同じ）、所得税法218ページ、消費税法95ページで

ある。

　中級研修の研修教材については、各税法（VAT、法人税、所得税、その他の税）、簿

記・会計等について専門的知識を習得するための分野別（税目別、事務系統別）に深度

ある研修を行うためのものとする。また、過去の検査事例、訴訟事例等を討議方式によ

る研修のための教材として作成したい。日本の中級研修用教材の場合、各税法の全文及

び取扱通達等、その法律に関する関連事項を網羅的に解説している。法人税法1,165ペー

ジ（B5、以下同じ）、所得税法 218 ページ、消費税法 441 ページである。

　上級研修の研修教材については、いかなる研修を上級として位置づけるかにもよるが、

いずれにしても初級・中級研修ほどガッチリとしたものにはならないのではないかと思

われる。

（4）勤務実績（研修を含む）と人事評価との関連

　各部局で聴取したところ、モンゴルにおいては、勤務実績と人事評価とが連動してお

らず、研修を含め日常の勤務に対するインセンティブが乏しいとのことであった。これ

に加えて、国家公務員の給与は勤務年数で固定されており、勤務実績にかかわらず自動

的に上昇することとなっているが、これは勤務に対する前向きな姿勢を抑制するインセ

ンティブになっているおそれがある。

　日本の場合、職員の昇任、配置換え等にあたっては、行政効率を最大限に発揮させる

という観点から、いわゆる年功序列にとらわれることなく職員の能力、適正、勤務実績
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等を十分に考慮し、適材を適所に配置するよう努めている。このため、1950年から税務

職員全員に対し毎年１回、監督者による勤務評定を行っており、職員の身上及び職務遂

行状況について記録し、職員個々の実情に即した人事管理を行うための基礎資料として

いる。

　また、日本では上位の給与への昇格にあたっても、当該職員の職務内容、経験年数等

のほか、その能力、勤務実績等の要素が重視される。なお、このほか勤務成績の特に良

好な職員に対しては、特別昇給あるいは勤勉手当（賞与）の効率支給を行うなど積極的

なメリットシステムの活用にも配意している。これらのシステムのもと、研修受講者の

うち成績優秀者には特別昇給を与え、また、以後の配属先を決定するにあたっては受講

済みの研修、及びその成績も考慮されることになる。

　さらに、モンゴルにおいて現在ワークしていない税理士制度を整備し、税務職員の退

職者に税理士資格を付与するようにすれば、それもインセンティブになり得ると考える

（ただし、税理士がビジネスとして成り立つことが前提である）。

（5）その他参考（検討）事項

①　研修が長期化した場合、研修生が自宅から通えない限り研修生の宿泊施設が必要と

なる。

②　特定のソムから一生異動したがらない者に専門的な知識を付与しても意味がない。

③　公務員の給与水準が低すぎる。共働きでもかなり苦しいのではないか。日本では税

務職は一般職より給与水準が高く設定されている。

④　モンゴルは日本に比し国土が広く集合研修のための移動効率が極めて悪い。人口が

少なく国土が広いオーストラリアも効率が悪いと思われるので、オーストラリアの研

修システムも参考にしてみてはどうか。
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第３章　JICAが実施した徴税機能強化協力の現状

　本章においては、「コンポーネントＢ：JICA徴税機能強化協力の運営状況モニタリング、実施

促進支援」に関する調査結果を報告する。

　JICAは、1998年以来モンゴルの徴税機能を強化するための協力を行ってきた。JICAの協力は

大きく２つに分けることができる。第一は、徴税機能強化に係る法制度の構築、改善へ向けた政

策提言である。法制度面での政策提言は、1998年から 2000年まで行われた「市場経済化支援調

査」の徴税機能強化部門、そして2000年から2003年まで行われた「徴税機能強化支援調査フェー

ズⅡ」において提示された。提言は、広く税理士制度、不動産税制、法定領収書制度、確定申告

制度、汚職防止制度、推計課税要領等に及んでいる５。

　第二は、徴税に関する情報システムの構築である。具体的には、税関等で得られる課税に関す

る情報を中央のシステムで一括管理する「第三者情報システム」を開発し、検査官が有効活用す

ることで着実な税収をあげられるよう支援した６。

　上記の提言及び協力が現在どのように活用、あるいは検討されているかについて、聞き取り調

査を行った結果を以下に記す。

　

３－１　第三者情報システム

　第三者情報システムは、①検査官が検査の過程で入手した情報を国税庁のデータベースに蓄積

すること、及び②関税局などの他の行政機関と法人等に関する情報を電子データで交換・共有す

ることによって、税務検査の効率を上げ安定した税収の確保を図ることを目的として、JICAの支

援の下に開発された７。事前調査において国税庁情報処理局を訪問し、現状と新たに抱えている

課題について簡易なモニタリングを行った結果を以下に記す。

　第三者情報システムは、情報処理局の手で非常に有効に運用されていた。前回の調査を通じ

て情報処理局の職員に対する技術移転が十分になされており、同システムで扱う情報の種類を

増やす８など、情報処理局自らの力でシステムを改善・発展させていた。同システムを導入し

た結果、①関税局に輸出入情報の提供を逐一依頼する必要がなくなり、時間と人手を大幅に減

らすことができたこと、②検査の際に第三者情報を有効活用して脱税を防いだ例が発生してい

５ 詳細は、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化部門」及び「モンゴル国市場経済化支援調査（徴税機能強化支援調査

フェーズⅡ）」の最終報告書を参照。
６ 詳細は、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化支援調査フェーズⅡ（納税者情報システム支援）」の最終報告書を参照。
７ 同　上
８ ①銀行ローン、②未登録法人、③入札情報に関する情報を新たに追加して運用している。今後更に不動産登録局の情報、保険省

（社会保険等）からの情報も新たに加える予定とのことである。
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ること、などの重要なプラスの成果が出ているとのことであった。

　同システムの今後の課題は、各検査官が情報をより有効に活用することに加え、別の機会に

情報を活用する他の検査官のために、検査官自らが新しい情報を積極的に収集し、それをシス

テムに蓄積していくようにすることである。本格調査で取り扱う税務教育のなかに、①第三者

情報がいかに検査に役立つか、検査にどのように役立てることができるか、②検査で得た情報

をシステム内に更新することがいかに国税庁の徴税機能強化へつながるか、いかにして情報を

システムにインプットできるか、③情報を活用するあるいは更新する際に、パソコンをどのよ

うに活用すればよいか、の３点を教えるカリキュラムを組み込むことが必要であろう。また、

先方からは、第三者情報システムの利用方法を示したマニュアルを作成してほしいとの要望が

あった。この要望も、コンポーネントＢの枠内で取り扱う内容として、検討に値すると思われる。

３－２　納税者広報・サービス、租税教育

（1）納税者広報

　「モンゴル国市場経済化支援調査（徴税機能強化支援調査フェーズⅡ）」最終報告書（以下

「前回調査」と略）においては、国税庁がとるべきアクションとして、①組織的にマスコミを

利用して納税者意識の向上をめざすこと、②新規納税者登録者等に対して税務講習の受講を

義務づけ、その機会を利用して直接広報を行うこと、及び③租税について正しく理解してい

る納税者を組織化し、国民の納税者意識向上のために協力を呼びかけること、の３点が提言

されている。

　納税者への広報は、現在、研修情報センターが主に所管している。同センターは、上記の

うち②にあたる講習会を利用した広報活動を実施しているとのことであった。しかしなが

ら、納税手続きの日程が書き込まれたカレンダーなどを作成して広報を行ってはいるもの

の、計画に沿った体系的な広報の取り組みはなされていないとの印象を受けた。「独自にやっ

てみてはいるが、正しい取り組みができているのか不安がある」（研修情報センター Purvee

所長）というのが実情のようである。

　また、上記①に関する活動は、今のところ目立った活動はなされていない。同国において

広報効果の高い媒体は、テレビやラジオである。共に日本に比して放送料が非常に安く、利

用しやすい。本格調査において、日本の事例を紹介するとともに、テレビやラジオ用の広報

ツールを開発する意義は大きいと思われる。

　以上にかんがみ、本格調査においては、上記①及び②について、短期的に取り組める施策

を提示するとともに、実際に放送用ビデオなどの広報素材の作成を支援することが必要と考

えられる。
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（2）納税者サービス

　現在のところ、研修情報センターが、多数向けサービスとして納税者に対する申告納税の

講習会を開催している。また、個人向けには、国税庁の課税・徴収担当者が、担当法人に対

して納税申告の手続き支援を行っている。

　納税者サービスの向上へ向けた新たな試みとして注目すべきなのが、「納税者ワンポイン

ト・サービスセンター」である。同センターは、納税申告の支援窓口を一本化しサービスの

効率・効果を高めることを目的に、ウランバートル市内のハン・ウル地区において試験的に

運営されている。受付・相談窓口は３席設けられており、納税者登録も申告も、センター内

にあるパソコン上で簡単なフォーマットに入力するだけで行えるように工夫されている。ま

た、センターの中で公認税理士に活動のスペースを与え、法人に対して納税相談サービスを

提供できるようにするなど、「納税者サービスの向上」と「納税申告書の品質向上」「税理士

の有効活用」の３つを同時に達成するための工夫がなされている。窓口を一本化することに

より、①納税者にとって必要なときに必要なサービスが提供できる、②課税・徴収担当者の

課税の仕事が移管され、本来業務である徴収の仕事に集中できるようになる、③課税・徴収

担当者と法人との癒着が防止できる、等のメリットが生じる。

　今後、バイヨンゴル地区においても８つの受付窓口をもつ大きな納税者ワンポイント・

サービスセンターが設立される予定である。また、2003 年の 11 月末に、ハン・ウル地区の

センターのパフォーマンスを評価することも決められている。本格調査においては、これま

での納税者サービスの方法を評価するとともに、バイヨンゴル地区のセンターの状況、及び

ハン・ウル地区のセンターの評価結果をみながら、柔軟にサービス向上へ向けた提言を行う

ことが重要であろう。

（3）租税教育

　前回調査においては、小・中・高等学校教育の国家社会の仕組みを教える教科のなかで「税

が市民社会においてどのような役割を果たしているか」を教えていくべきであるとの提言が

なされている。しかしながら、現状では、特に教育カリキュラムのなかに税のトピックが組

みこまれていることはないようである。小・中・高等学校教育のカリキュラム、教材につい

ては、決定権が文部省にあること、及び正面から向き合うと非常に大きな課題になってしま

うことを考え、本調査においては重点分野としないことを国税庁とともに確認した。

　本格調査においては、日本や欧米において税のトピックがどのようにして初・中等教育の

なかに組みこまれているかを紹介し、モンゴルにおける租税教育実施への示唆とすることが

重要であろう。
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３－３　税理士制度

　税理士制度は JICAの提言を受けて法制化されたものの、現在のところうまく機能していない

とのことであった。25名が公認税理士の資格を付与されたとの情報を得たが、どのような人物が

どのような基準をクリアして認定されたのかは明らかにできなかった。税理士試験は行われてい

ないため、認定された25名が試験に合格して税理士資格を得たわけではないことは確認できた。

不透明な運営の下に資格付与がなされた可能性も懸念される。まずは本格調査の現状分析フェー

ズにおいて、認定に至る経緯を十分に調査する必要があろう。

　現時点で税理士制度が機能していない理由としては、①資格認定制度と認定の体制が整ってい

ないこと、及び②税理士が活躍する土壌がまだ形成されていないこと、の２点が考えられる。加

えて、公認会計士が法人に対する納税申告支援サービスまで実施していることも、税理士が活躍

する余地を狭めているとの指摘もあった。

　JICA調査団が税理士制度を提言した際には、公認会計士が納税書類の作成を行うことは否定し

ないものの、現状では会計士自体が圧倒的に不足しており試験も難度が高いことから、より簡単

に資格を取得できる税理士をまず増やし、申告納税のシステムを早期に構築することを意図して

いた。いわば、「申告納税制度を定着させるために、税理士制度を時限的に設定し活用する」と

いう考えの下に、日本をモデルにした税理士制度の導入を提言した面がある。以上の意図に照ら

して考えると、上記で報告した、①資格認定制度と認定の体制が整っていないこと、②認定の体

制が整っていないまま税理士に認定されている事例があること、③認定された税理士が活躍する

土壌がないこと、の３点は、いずれも望ましくない実情である。本格調査における中心課題はコ

ンポーネントＡ（税務教育システムの構築）であり、コンポーネントＢにあてられる業務量は多

くはないが、税理士制度の運用に関する提言については、同制度の導入を進言した当事者として、

状況を打開するための十分な提言を行う必要があろう。

３－４　その他の各種法制度提言

（1）法定領収書制度

　同制度は、「一定額以上の経済的取引における領収書を法定化することにより、企業や国民

における一定額以上の経済的取引を、国家が結果的に直接的に把握することが可能となる」

（「モンゴル国市場経済化支援調査（徴税機能強化支援調査フェーズⅡ）」最終報告書）制度

である。ヤミ経済や現金取引業者への課税を容易にする有効な制度として、JICA調査団によ

り導入へ向けた提言がなされた。また、前回調査においては、政府が導入を進めている商取

引におけるレジスター利用の義務化については、①レジスターの値段が高額である、②レジ

スターを介して取引を行うインセンティブがない等の問題点を指摘している。

　しかしながら、財政経済省予算局予算・税務政策課によると、現在のところ法定領収書制
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度は検討のテーブルに乗っていないとのことであった。その理由としては、①不確定申告者

への課税に関する法律ができ、当面は推計課税で対応することとなったこと、及び②まずは

レジスターを導入することが先決であるとの判断が国税庁によりなされていることの２点が指

摘された。本格調査においては、再度推計課税、レジスター導入等の現在進められている施策

と法定領収書制度とのモンゴルにおける適合性、及び適用可能性を比較検討する必要があろ

う。

（2）確定申告制度

　確定申告制度とは、「事業を営む個人あるいは法人が所得の申告を行うに際して、日々の取

引を記録した帳簿書類に基づいて所得を算定している場合には、何らかの税法上の特典を付

与することとし、帳簿書類に基づかないで申告する納税者より有利に取り扱おうとする制

度」（「モンゴル国市場経済化支援調査（徴税機能強化支援調査フェーズⅡ）」最終報告書）

である。言い換えると、優良納税者を優遇することにより、納税へのインセンティブを高め

る施策ということができる。財政経済省予算局予算・税務政策課によると、モンゴルの実情

に合った制度であると認められ、現在検討中であるとのことである。

　しかしながら、将来的には採択へ向けて進むと思われるものの、まだ検討に時間がかかる

との見解も財政経済省より併せて示された。「追加で支援をしてもらう余地は特にない」（財

政経済省予算局予算・税務政策課 Ganchimeg課長）ようである。確定申告制度が機能するた

めには、「①まじめに納税して得られる効用＞②脱税して得られる効用－③脱税が発覚し、罰

せられるリスク」の等式が成り立たなければならない。①を制度として成り立たせる前に、

教育を強化することにより③を充実させておくことが必要であると考えられる。

（3）汚職防止制度（監察官の設置）

　前回調査においては、汚職を行うインセンティブを減らすために、①税務職員の収入水準

向上、②秘密監察担当官の設置、③定期人事異動制度及び報奨制度の拡充、税理士制度の創

設の３点を提言した。そのうち、現時点においては、税理士制度のみが実際に採用されている。

　②については、国税庁内の資源管理・内部監察局で１名の兼任職員が内部監察を担当して

いるのみであり、専任職員はいない。兼任職員１名では全く効果が出ないことは国税庁内部

でも認識されているものの、予算の不足から検討が止まっている。

　①及び③の報奨制度の拡充についても、国税庁にあてられる予算が増加しなければ、採用

は難しいと考えられる。国税庁の努力による税収増分の一定割合を国税庁予算に還元するな

どの抜本的な施策が求められる。本格調査においては、国税庁の予算規模やその増加の可能

性等を頭に入れたうえで、現実的な提案を行う必要があろう。
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（4）査　察

　前回調査で提案された査察制度は、現時点では検討されていない。国税庁で手に負えない

場合は、警察や裁判所に対応を委ねることとなっている。国税庁が、強制捜査の機能までも

つべきであるという考えは、今のところ国税庁のなかでは芽生えていないとのことであった。

　上記（1）～（4）については、まずは実際に検討を行った国税庁及び財政経済省の関係部署と

協議し、検討が進んでいない理由を掘り下げる必要がある。そのうえで、追加支援する意義が認

められる提言に絞って、関係者と政策協議やワークショップ等を通して、その実現をあと押しし

ていくべきであろう。
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第４章　本格調査の実施方針（案）

　本格調査においては、以下の点に沿って実施することを提案する。

４－１　調査の目的

（1）調査の目的

（2）調査の上位目標

　上記（1）を達成することにより中長期的に達成をめざす本調査の上位目標は、以下のとお

りである。

（3）調査で達成すべき成果

　上記（1）を満たすために、本調査で達成すべき成果は以下のとおりである。

　　

調査目的：

１．モンゴル国税庁の税務職員教育システムの基盤を構築する（コンポーネントＡ）

２．これまでに JICA が提案・構築した制度・組織体制を円滑に実施・運用するための

支援を行う（コンポーネントＢ）

上位目標：

　モンゴル国において、自助努力に基づく安定した租税収入確保の基盤が築かれる

〈コンポーネントＡ〉　税務職員教育システムの基盤構築

①　税務教育システム構築計画（長期ビジョン及び短期行動計画）を策定する。

②　税務職員教育カリキュラムを改定する。

③　基礎教材〔付加価値税（VAT）、法人税、所得税、その他の税、課税・検査、徴収、

税務会計等〕を開発する。

④　研修情報センター教員及び国税庁幹部候補者を育成する。

〈コンポーネントＢ〉　JICA徴税機能強化協力の運営状況モニタリング、実施促進支援

①　第三者情報システムの効率的・効果的活用を促進する。

②　納税者広報・サービス、租税教育に関する改善案を提示する。

③　税理士制度の運用方策を提示する。

④　不動産税制、法定領収書制度、確定申告制度、汚職防止制度等の制定へ向けた提言

を提示する。
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４－２　調査対象地域及び実施機関

　対象地域はモンゴル全国とするが、特にウランバートル市に焦点を置く。ホブド市、チョイバ

ルサン市に存在する地方税務研修センターも重点検討対象とする。なお、相手国実施機関は国税

庁とする。

４－３　調査業務の範囲

　本調査は、2002年７月３日にモンゴルで合意された実施細則（S／W）及び協議議事録（M／M）

に基づき実施されるものであり、コンサルタントは「４－１　調査の目的」を達成するために

「４－５　調査業務の内容」に示す内容の調査を実施するものとする。

　コンサルタントは本調査の進捗に応じて「４－６　調査の工程」に示す報告書を作成し、モン

ゴル政府に説明・協議のうえ、提出する。

４－４　調査における留意事項

（1）税務教育システム基盤構築への注力

　上記「４－１　調査の目的（1）」のとおり、本調査は「税務職員教育システムの基盤構築

（コンポーネントＡ）」「JICA 徴税機能強化協力の運営状況モニタリング、実施促進支援（コ

ンポーネントＢ）」の２つのコンポーネントから成るが、特に前者（コンポーネントＡ）に重

点を置いて行うこととする。両者に対する投入量の比重は、「４：１」程度を目安とする。

（2）バランスのとれた提言の実施

　第一に、本調査は税務教育の「あるべき姿」、「現在の姿」、「変え得る範囲」のバランスに

配慮して行うこととする。上記「第１章　１－１　要請の背景・経緯（4）」のとおり、税務

教育の現状は極めて脆弱であり、短期的に大きな改善を期待することは難しい９。他方、長

期的には、税務教育は教員の強化、人事制度との関連づけ、設備の拡大など、国税庁の努力

により抜本的に改善する必要がある。計画、カリキュラム、教材を策定する際は、このよう

な状況に十分に配慮したうえで、その内容を決定していくこととする。

　第二に、本調査は「モンゴルの現状」、「日本の事例」、「他国の事例」のバランスに配慮し

て行うこととする。日本の先進事例を示すことが強く期待されていることは、本調査を日本

が行う大きな理由のひとつである。他方、提言を行う際には、それがモンゴルの実情に合う

ものかを慎重に検討する必要がある。加えて、提言が日本の事例の単なる焼き直しに終わら

ぬよう、他国の事例も十分に検討することが不可欠である。

９ 詳細は第２章を参照のこと。
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（3）モンゴル政府のオーナーシップの重視

　本調査は税務教育を充実させ、徴税能力を強化するための土台づくりに主眼を置いている

が、構築した土台及び政策提言を基に実際に税務教育を強化していくのは、モンゴル政府自

身である。本調査においては、調査を通じたモンゴル政府のオーナーシップを引き出すこと

を特に重視し、成果品が円滑に活用される体制を用意することとする。第一に、本調査で策

定する計画や政策提言の採用・不採用にかかわる政策決定者10を直接調査に巻き込むよう働

きかける。第二に、計画、カリキュラム、教材は調査団単独で作成せず、実際に教育システ

ムを運用していく C ／ P との協働を徹底する。

（4）プロジェクト広報の重視　

　本調査は、日本の経験を有効活用して相手国の公共政策の基盤となる租税収入を安定化す

る、極めて意義の大きい協力である。そのため、本調査においては、プロジェクトの外部11

への紹介、広報を積極的に行っていくこととする。想定される広報ツールは以下のとおりで

ある。また、援助関係者・大学関係者等への広報を目的とした国内セミナーについては、ア

ウトプットの状況等を踏まえて検討することとする。

①　広報用パンフレットの作成（日本語、英語、モンゴル語）

②　広報用ビデオの作成（英語、モンゴル語）

（5）タイミングの良い成果品の提示

　本調査の実施期間は21か月であるが、足の速い調査とするために、調査終了を待たずに完

成した成果品から先方に提出し、活用を促していくこととする。「４－６　調査の工程」に示

したタイミングで計画、カリキュラム、教材、提言等を作成し、先方に提出する。そのうえ

で、必要に応じて調査終了時までに加筆・修正を行う。

４－５　調査業務の内容

　調査業務の内容を上記「４－１　調査の目的（1）」に示したコンポーネントごとに以下に記す。

〈コンポーネントＡ〉　税務職員教育システムの基盤構築

　本コンポーネントにおいては、国税庁税務職員を適切なタイミングで適切なカリキュラム・

教材に基づいて適切な教員によって教育し、税金のベースを拡大し安定した十分な税収をもた

10 財政経済省大臣・副大臣、国税庁長官・副長官等の関係機関の高官を想定。
11 日本国民、関係援助機関、モンゴル国民などを想定。
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らす人材に育てるための教育システムの「土台」を構築する。具体的には、以下のアウトプッ

トを用意する。

（1）税務教育システム構築計画

　調査終了後15年程度を目標期間とし、その間に解決すべき具体的な課題と解決策を示す

長期ビジョンと、調査終了後３年以内に実施すべきことを示す短期アクションプランとの

２種類の計画を策定する12。長期ビジョンは、少なくとも以下の項目を含むものとする。

①　中央研修13 のあり方、地方研修のあり方

②　人事制度と研修のリンケージ

③　研修組織のあり方（税務大学校設立など）

④　研修予算のあり方（税収増加額を一部国税庁に還元する制度など）

　また、短期アクションプランにおいては、現在あてられている研修予算が大幅に増えな

いことを前提として、現実的な提言を行うこととする。

（2）税務職員教育カリキュラム

　モンゴルでは研修カリキュラムは初級、中級、上級に分かれているものの、実際には初

級と中級の内容の差異は少なく、上級研修は近年行われていない。また、現時点では、人

員の不足等から専門分野別、税目別の研修はほとんど行われていない。以上に代表される

モンゴルの税務教育の現状、税務教育に関する予算、人員、及びモンゴルの徴税の仕組み

等を十分に踏まえたうえで、現実的な税務教育カリキュラムを提案する。

（3）基礎教材

　上記（2）で提示する初級、中級、上級のカリキュラムに合わせて作成する。取り扱う科

目は以下のとおりとする 14。

①　付加価値税（VAT）

②　法人税

③　所得税

④　その他の税

⑤　検　査

⑥　課税・徴収

12 目標年次はあくまで目安である。状況に応じて柔軟に変更する。年次について提案があれば、プロポーザルにて行うこと。
13 本指示書においては、「研修」と「教育」とを同じ意味で用いている。
14 調査の過程で取り扱い科目を変更する必要性が認められれば、柔軟に変更する。
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⑦　税務会計

　重点教材は、VAT、法人税、所得税、税務会計の初級教材と想定する。

　なお、教科書の作成は、以下のプロセスで行うことを基本とする。

・　現状分析（モンゴルの税法・細則、税務職員の能力、既存の教材、日本及び欧米の

教材等）

・　教材内容の検討、素案の作成

・　実験授業による教材内容の検証15 と、その結果を受けた加筆・修正

（4）研修情報センター教員及び国税庁幹部候補者の育成（目標人数：12 名）

　調査終了後に、上記（2）（3）を基に税務教育を実際に手がける教員、及び上記（1）を基

に税務教育の改善を手がける幹部候補者が、合計12名16育っていることを目標とする。想定

されるキャパシティー・ビルディングのツールは、以下のとおりである。

1） 計画、カリキュラム、教科書作成作業を通じたオンザジョブ・トレーニング

　（1）税務教育システム構築計画づくり、（2）教育カリキュラム策定、（3）基礎教材作

成は、調査団単独で行うことを避け、C／Pの密接な協働の下に実施することとする。そ

のなかで、日本、欧米の事例等につき C／ Pの理解を深める。

2） 実験授業

　上記（3）のとおり、各教材素案の内容の検証作業として実験授業を実施するが、それ

をC／Pのキャパシティー・ビルディングにも有効活用する。授業に際しては、以下の

２つの方法を実情に合わせて適宜採用していくこととする。

①　調査団が講師としてC／ Pに対して授業を行う方法

②　調査団の支援を得てC／P自身が講師となり、税務職員に対して授業を行う方法

3） 国別特設研修

　現在のところ2004年１月末に10名程度を日本に招へいし、税務大学校で研修を行う

予定であるが、同研修を本調査の一部と位置づけ、国税庁指導層及びC／Pの育成ツー

ルとして活用する。調査団は、研修受講者の人選や研修プログラムの作成に必要となる

情報提供、及び後方支援を行う。

〈コンポーネントＢ〉　JICA 徴税機能強化協力の運営状況モニタリング、実施促進支援

　上記「第１章　１－１　要請の背景・経緯（1）～（3）」に記したとおり、JICA はこれまでの

15 全教材の全トピックについて実験授業を行うのは投入量にかんがみて難しいため、重要なトピックを選定して行うこととする。
16 全国税庁税務職員（1,100名）の１％強、かつ全国の県数の半分程度の教員数となるよう設定した。
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協力において、徴税機能強化へ向けた制度・組織提言及び情報管理システムの構築支援を行っ

てきた。本コンポーネントにおいては、その提案及び支援が現在どのように生かされているか／

いないかを分析し、提案の実施を促進し、新たに発生している課題の解決を側面支援する。具

体的には、以下の項目についてモニタリング、実施促進を行う。

（1） 第三者情報システム17

　検査官18 による活用の現状を分析し、同情報システムをより効率的・効果的に活用し、

徴税機能を高めるために必要な施策を提言する。現時点で想定されるテーマは以下のとお

りである。

①　検査官に蓄積する課税情報をどのようにしてシステム上に更新していくべきか

②　電子化されていない紙情報をいかに取り扱うべきか

③　納税者登録制度と追跡制度をいかに改善していくか

（2） 納税者広報・サービス、租税教育

　研修情報センターや納税者ワンポイント・サービスセンター19で行われている納税者広

報及びサービスの現状を分析し、改善策を提案する。併せて、簡単な納税者広報キット（パ

ンフレット、放送用ビデオ等）を開発する。

　また、租税教育を小・中学校教育のなかにどのように組み込むかについて、日本や欧米

の例を基に提言を行う。

（3）税理士制度 20

　法制化はされているものの有効に運営されていない税理士制度を定着させるための施策を

提案する。提案には、税理士の資格認定基準や試験の実施要領などを含めることとする。

（4）不動産税制、法定領収書制度、確定申告制度、汚職防止制度等

　それぞれにつき、モンゴル側の検討状況を分析し、追加支援をする意義があると認めら

れる制度について提言をまとめ、関係者に対してワークショップを行う。

17 詳細については、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化支援調査フェーズⅡ」最終報告書及び事前調査報告書第３章を

参照のこと。
18 ここでは、課税・徴収、検査に携わる税務職員を指す。
19 詳細は本報告書第３章を参照のこと。
20 詳細については、「モンゴル国市場経済化支援調査　徴税機能強化支援調査フェーズⅡ」最終報告書及び本報告書第３章を参照の

こと。
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４－６　調査の工程

　調査は 2003 年 11 月下旬より開始し、約 21 か月後の終了を目途とする。

４－７　調査分野

　本調査には、以下の分野をカバーする要員が必要だと思われる。

（1）総括／税務教育システム構築計画

　①全体の総括業務を行うとともに、他団員との協力の下に②税務教育システム構築に係る

長期ビジョンと短期行動計画を取りまとめる。また、副総括／税務教育カリキュラム団員と

共同で、③コンポーネントＢ 21 も担当する。

IC／R ：着手報告書
P／R ：進捗報告書
IT／R ：中間報告書
DF／R ：最終報告書案
F／R ：最終報告書

21 担当範囲は、第三者情報システム及び不動産税や確定申告制度、法定領収書制度等の各種制度提言とする。税務会計及び納税者

広報・租税教育は除く。
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（2）副総括／税務教育カリキュラム

　①総括を補助するとともに、他団員との協力の下に②税務教育のカリキュラムを改訂す

る。また、総括／税務教育システム構築計画団員と共同で、③コンポーネントＢ22も担当する。

（3）VAT、法人税、所得税、その他の税

　当該分野の法律・制度及び既存の教材を分析し、初級・中級・上級の①カリキュラム、及

び②教科書を作成する。

（4）検査、課税・徴収

　当該分野の法律・制度及び既存の教材を分析し、初級・中級・上級の①カリキュラム、及

び②教科書、マニュアルを作成する。

（5）税務会計

　当該分野の法律・制度及び既存の教材を分析し、①国税庁職員の税務会計能力向上に必要

なカリキュラム及び教科書を作成する（コンポーネントＡ）。併せて、②制定済みの税理士制

度を今後適切に運用していくにはどのような施策が必要かにつき提言を行う（コンポーネン

トＢ）。

（6）納税者広報・租税教育／プロジェクト広報

　①納税者に対する広報ツール（ビデオ及びラジオ用を想定）を作成するとともに、国税庁

と共同で各種手続きを行い、実際にテレビ・ラジオで放送する。併せて、②納税者に対する

現在のサービスを評価し、今後の改善点を指摘する。また、③日本の事例を基に、小学校の

カリキュラムに租税教育を組み込むための提言を行う。加えて、④ JICA の本プロジェクト

の広報用各種ツールを作成する（パンフレット、ニュースレターなど）。

22 脚注 21に同じ。
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１．要請書
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３．協議議事録（M／M）（英語、モンゴル語）

４．面談記録

５．質問書及び回答

６．事前評価表
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４．面談記録

JICAモンゴル事務所表敬・協議

　協議の概要は以下のとおり。

１．これまでの協力に対する評価

　国税庁に対する協力は、市場経済化支援の徴税機能強化部門から始まり、徴税の法制度に関す

る提言、納税者情報システム（１月から機能している）と成果をあげ、新しい体制を企画運営し

ていく人材の育成に対する協力にまで至ったという意味で、非常に一貫した良い流れをもってい

る。税収が実際に国内総生産（GDP）の伸び率以上に伸びていること、納税者情報システムを構

築した結果、徴税に結びついたケースが出ていること等から、大きな成果が出ていると認識して

いる。

２．国別特設研修（本邦研修）の有効活用

　本調査のなかで、日本の国税庁の支援で行う「国別特設研修」を是非有効活用してほしい。

C／Pを10名強確保し共同作業を行い、中核人材を育てたい。国別特設研修もそのために使いた

い。同研修は、本調査の一部として考えてほしい。

　地方の研修センターは、現在２つしかない。今回のフルタイムC／Pは、国税庁職員と中央の

研修情報センター職員だと思われるが、地方での研修の充実についても支援が求められている。

国別特設研修に地方の中核人材も参加してもらうことを検討するのも一案であろう。

３．迅速な調査実施

　本調査にはあまり時間をかけたくない。21 か月かけると、2005 年の半ばになってしまう。今

回の調査で素早く税務研修システムを動かすために必要な土台をつくり、研修システムの運用を

支援するプロジェクトにスムーズにつなげることを想定している。調査プロセスを通じたキャパ

シティー・ビルディングが必要であることを考慮しても、18 か月程度で実施してはどうか。

日　時：８月 21日（木）10:00 ～ 11:00

場　所：JICAモンゴル事務所

参加者：平井所長、清水所員、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：本格調査のポイント、実施細則（S／W）協議のポイント
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４．調査の範囲

　先方の要請にあった税務会計基準の向上、納税者広報と租税教育に対する協力をどこまで行う

かを決めておく必要がある。あくまで中心は研修システムの土台づくりであることを強調し、理

解を求めたい。

　納税者に対する広報については、テレビを活用してもあまり資金はかからない。国営放送であ

れば無料ではないか。納税者広報用の良い素材を本調査で作成すれば、その意義は大きい。

　地方普及はラジオが中心であろう。無償資金協力でラジオ放送を支援しているため、ラジオを

活用することもたやすい。

　租税教育については、既存のネットワークを使って何かできないだろうか。教育は JICAの対

モンゴル協力の重点分野であり、理数科教育支援や地方教員の再教育プロジェクト（大阪セン

ターが実施）などを行っている。21アイマグ（県）の職員を集めてワークショップを実施したり、

日本センターを活用してセミナーを行ったりしている。

　教育カリキュラムのなかに税に関する授業を組み込むことへの協力は、今回のスコープではで

きないと思われる。各学校で活用する簡単なブックレットを作成する程度が適当ではないか。

５．調査終了後の税務教育システムの運用体制

　現在は、実質人民革命党の一党独裁であり、2004年７月の総選挙においても、政権交代の可能

性は低い。「財政赤字の解消」というテーマは普遍的なものでもあるため、今後大きく政策が変

わり、調査成果が活用されないという事態は起こらないと思われる。

　財政経済大臣、副大臣、国税庁長官は Political Appointee であるため、選挙前後に交代するこ

とは大いにあり得る。しかしながら、国税庁副長官は国税庁勤務から昇進した人物であるため、

選挙で交代することはないであろう。

　C／Pスタッフは、本調査でトレーニングを受け力がついたら辞めてしまう可能性がある。そ

のような事態は絶対に避けたい。そのためにも、実力のついた人材を昇給させ給料も上げるよう

な、研修と人事とが一体化した提案を本調査で行い、それを取り入れてもらうよう前もって長官

に依頼しておきたい。

６．プロジェクトの広報への注力

　JICAが構築した第三者情報システムについては、駐モンゴル日本大使、財政経済大臣の参加を

得てセレモニーを実施した。本調査においても、国民の負担を増やすのではなく、幅を広くする

という考え方の下に、広報にも注力したい。

　プロジェクト広報用に、両面１枚のパンフレットを作成してほしい。モンゴル語版と英語版が

必要である。プロジェクト開始時と、プロジェクト終了時との２回に分けて作成したい。
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７．他ドナーの動向

　アジア開発銀行（ADB）が財務会計基準に関する支援を始めると聞いているので、確認してほ

しい。そのほか、米国国際開発庁（USAID）、世界銀行、国際通貨基金（IMF）は「民営化支援」

を主眼に置いており、徴税関係で協力をしているところはない。

　ドナー協調はモンゴルにおいても進んでいる。毎月１回USAIDの主催でNGO等も含めた定例

会合がある。もともとの趣旨はプロジェクトの共同実施の可能性を探ることなどであるが、今は

情報交換が中心になっている。

８．財政経済省のコミットメントの確保

　モンゴルはトップダウンで政策が決まる傾向が強い国である。大臣あるいは副大臣にアプロー

チし、省としてのコミットメントを取り付けることが非常に重要である。特に税務大学校設立の

話や、国税庁人事制度の改定の話などは、国税庁だけに収まる話ではない。調査実施の際に留意

してほしい。

以　上
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財政経済省経済協力局　Amarsaikhan 局長表敬

　清水所員から調査の概要について紹介し、協力を依頼した。その後、質疑応答、意見交換を行った。

（局長）

　国税庁とJICAは長い間綿密な協力を行っている。今回のプロジェクトは国税庁からの要請か。

あるいは JICAからの提案か。

（馬渕職員、清水所員）

　国税庁からの要請である。もともとは財政経済省との議論のなかで、専門家数名のチームで実

施する予定であった。しかしながら、教科書作りなどを数名で行うのは難しいため、開発調査で

大規模に短期間で土台をつくり、その後の運営支援を専門家で行うこととした経緯がある。

（局長）

　プロジェクトについては大賛成である。税制がこれまでの協力を経て充実してきた。更に教育

分野に一歩踏み込んでいただいたことを感謝したい。プロジェクトにおいては、どのような人材

を採用し、採用後にどのような訓練を施しながら育てていけばよいかを総合的に提案してほしい。

　また、日本のプロジェクトは開始が遅いという印象をもっている。なるべく早い実施をお願い

したい。

（馬渕）

　迅速な調査開始については了解した。また、採用から育成までを総合的に分析するべきとの指

摘は重要である。本調査では研修システム構築へ向けた長期計画・短期計画を策定する予定であ

る。その計画策定作業のなかで関係者と相談しながら取り組みたい。

（清水）

　徴税機能強化については、日本の税務大学校から全面的な支援を受けている。今回も技術面で

の支援をしてもらうことになっており、非常に心強く感じている。

日　時：８月 21 日（木）11:00 ～ 12:00

場　所：財政経済省経済協力局

参加者：Amarsaikhan 局長、中村教授、清水 JICA モンゴル事務所所員、馬渕職員、

　Narmandakh 通訳

議　題：調査の紹介、協力の依頼
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（中村教授）

　ここ数年、財政経済省、国税庁から大変な協力を頂いている。感謝したい。教育システムにつ

いては、日本の事例しか知らないため、モンゴルの現況について細部にわたることを聞くことに

なるが、是非協力をお願いしたい。

（局長）

　プロジェクトのなかにハードへの協力は含まれているか。地方研修センターの施設改良などは

どうか。

（馬渕）

　含まれていない。地方研修の改善については現場を見て見極めるが、短期には現在のままで何

ができるのか、長期には予算配分を工夫し、ドナーのリソースを活用して何ができるのかを提案

したい。

（局長）

　研修システムへの協力には、職員の資格制度やそれに応じた昇進、給与増大などのテーマが絡

んでくる。このあたりは財政経済省の管轄になるため、数字で分かる形でシミュレーションし、

実質的な提案をしてほしい。

（馬渕）

　数字で提示するよう試みたい。そのためには、現在の職員の給与や昇進の仕組みなど、細かい

情報が必要になる。情報提供をお願いしたい。

以　上
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国税庁　Zorig 長官表敬・協議

　平井所長からこれまでの協力についてレビューし、今回のプロジェクトを説明。事前調査の内

容・目的を紹介した。その後、質疑応答・意見交換を行った。

（長官）

　開始は遅くなったが、非常にうれしい。要請では①税務教育システムの構築、②税務会計基準

の向上、③納税者広報の３つを入れ込んでいたが、②と③は説明には大きく出てこなかった。今

後、加えていただくことは可能か。

（平井所長）

　３つのコンポーネントで要請が出たことは承知しており、それぞれの重要性についても認識し

ている。他方、時間・予算・人材の制約を考えると、税務教育システム構築に係る負担が非常に

大きい。①を主眼に置き、これまでのフォローアップのなかで②と③にも取り組むつもりである。

（長官）

　調査のなかに項目が含まれていることは理解した。S／Wにも明示的に書いてほしい。

（清水所員）

　税務会計水準の向上は、国税庁職員が対象か、あるいは民間企業が対象か。

（長官）

　国税庁職員を対象にしたい。しかしながら、職員の努力に報いるためにも税理士資格も用意し

たい。税理士制度については法律で決まった話なので、進めていきたい。

（清水）

　人的リソースと期間の問題から、税理士の試験はどのようにするべきといった細部にわたる提

言を本調査の枠内で行うのは難しいと考えている。

（長官）

　21か月という期間は長い。税務大学校を立ち上げることを予定しており、最短で2004年の９月

から始めたいと考えている。建物の準備、各種申請に１年間かかるとして、コンポーネントＡ部

日　時：８月 21 日（木）14:00 ～ 15:00

場　所：国税庁

参加者：Zorig 長官、Mishiglunden 副長官、Khurmetkhan 徴収部長、Purvee 研修情報センター

所長、平井 JICA モンゴル事務所所長、清水所員、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：調査スコープについて
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分は１年間でできないか。

（平井）

　税務大学校が設立される予定であることを聞き、非常にうれしい。しかしながら、１年間で税

務教育システムの土台をつくるのは難しい。第一に、初・中・上級の階層別に質の高いカリキュ

ラムをつくるにはかなりの労力がかかる。第二に、調査のプロセスで人材を育てることが非常に

重要であるが、それは１年間では難しい。協力期間は、１年半程度が妥当ではないか。

（馬渕職員）

　土台づくりのなかで最も時間がかかるのが人材育成である。調査終了後にすぐシステムが動く

ように準備するためには、必要な質の教員を必要な数だけ育てなければならない。最も良いアプ

ローチは、教科書を作りながらオンザジョブ・トレーニング（OJT）を行うことであろう。教科

書作りを担ってもらい、その検証作業にあたる「実験授業」を実際にやってもらう。その過程に

おいて教員になるために必要な知識とスキルを身に着けてもらう。そのように考えるとかなり時

間がかかる。

（長官）

　趣旨は理解した。期間は強く気にしているわけではない。税務大学校を設立することを念頭に

おいて、プロジェクトのデザインを組んでほしいとの意見である。

　税務大学校は、ウランバートルの研修情報センターをベースに設立する。場所は全く別の場所

を考えている。ウランバートルのセンターは研修と広報を兼ねているが、広報機能は引き離す。

研修の枠組みについては、本調査で整備されることを期待している。

（副長官）

　要請にない長期・短期計画の策定を加えてもらったことが非常にうれしい。庁内で詳細を協議

したのち、じっくり議論をしたい。

（長官）

　教育センターは現在３つのみであり、状況は全く良くない。地方にも目を向け、今後どのよう

な研修体制をとるべきか、総合的に教えてほしい。

（長官）

　国税庁の今後は、人材にかかっている。人材育成を行うには、人事制度の改正も不可欠である。

人事制度に対する提案についても期待している。

以　上
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財政経済省　Enkhtaivan 副大臣表敬

　平井所長からこれまでの国税庁に対する協力をレビューし、今回調査の概要を説明。その後意

見交換。

（副大臣）

　国税庁と JICAとは密接な関係を築きながら調査を進めていると聞いている。国税庁は納税者

と直接にかかわる組織であるため、その知識向上は非常に重要である。検査官が納税者より知識

がなければ何もできない。今回税務職員の教育に踏み込んでくれると聞き、非常にうれしい。

　今回の調査においては国税庁の副長官をフルアサインするが、それが財政経済省のコミットメ

ントの深さを示しているととらえていただきたい。予算局長も直接かかわる予定である。教育の

質は教員の質と比例している。今回教員と幹部職員の育成に取り組んでもらえるのは、大変あり

がたい。

（平井所長）

　副大臣から深いコミットメントを示す言葉を頂き感謝している。また、一番重要なのは人材育

成であるとの認識を共有していることが分かり、うれしく思う。その観点に立ち、JICAを代表し

て副大臣に３つお願いをしたい。

　第一に、C／ P職員を 10～ 12名フルアサインメントでワーキンググループとして常時確保す

るよう働きかけてほしい。C／ Pは少なくとも調査実施中は人事異動がないよう手配願いたい。

今回の調査で、我々は国税庁を支えるリーダーを育てたいと思っている。将来のリーダー候補を

是非ともアサインさせてほしい。

　第二に、人事制度と教育制度とを一体として運営していただきたい。優秀な人間を正当に評価

するために、ここの職員の能力と研修結果を昇進、昇給と結びつける必要がある。この点につい

ては、プロジェクトのなかでぜひ提言したいと考えている。

　第三に、予算局長へのお願いでもあるが、研修情報センターの税務大学校へのアップグレード

日　時：８月 22 日（金）9:30 ～ 10:30

場　所：国税庁

参加者：Enkhtaivan 財政経済省副大臣、Sandagdorj 財政経済省予算局長、Mishiglunden 国税庁

副長官、Khurmetkhan 徴収部長、Purvee 研修情報センター所長、平井 JICA モンゴル事務所

所長、清水所員、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：本格調査のポイント、JICAからの依頼事項等
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や地方研修センターの強化へ向けて、十分な予算手当てをお願いしたい。特に地方研修センター

については、既存のセンターを地域教育拠点として展開していく必要がある。

（副大臣）

　10～ 12名のC／ Pを選べるよう検討したい。また、訓練を受けた職員に対して人事上の考慮

をすることについては、同じ考えである。

　モンゴルの国土は広いため、地域教育拠点を設けるという考え方は効率的である。拠点をつく

ること自体は簡単であるが、問題はその運営と教員の不足である。国家公務員教育においては、

同じように地方に官房職員アカデミーをつくったが、上記２つの問題から失敗し、白紙に戻して

しまった。同じような失敗をしないよう気をつけてほしい。

（平井）

　大韓民国の国税庁長官が来ていると聞いている。何か技術協力がなされる場合、我々のプロ

ジェクトと重複が生じぬよう、十分調整してほしい。

（副大臣）

　大韓民国とはここ２、３年の間、Knowledge Partnershipを結び交流している。税務教育分野で

の協力に関するオファーはない。JICAとの長い付き合いを大切にしているため、調整の問題は生

じないようにする。

（副大臣）

　今回のプロジェクトの成功を確信している。何か問題が発生した場合は、直接私に聞いてくれ

てよい。

以　上
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国税庁情報処理局　Badamtestseg 局長表敬、協議

　馬渕職員から今回の調査の概要を説明。コンポーネントＢとして、第三者情報システムのフォ

ローアップを考えていること、現状を把握しておきたいことを伝えた。

１．第三者情報システムの現状

（局長）

　第三者情報システムは大成功しているが、その理由は合同協議を重ねながら開発したことで、

職員への技術移転がなされ、プロジェクト終了後も職員が自力でシステムをアップグレードでき

るようになったことである。提案して終わりの前フェーズと比べ、調査団から提案があった時点

で実行に移されたことが非常に良かった。

　システムを開発した時点では、扱う情報は５種類のみだった。その後、独自に①銀行ローン１、

②未登録法人、③入札情報の３つの情報を追加して運用している。更に不動産登録局の情報、保

険省（社会保険等）からの情報も新たに加える予定である。

２．第三者情報システムの今後の課題

（局長）

　同システムに関する今後の課題を４点指摘する。

①　国税庁職員全員が同システムを活用できるよう、システム研修が必要である。

②　各税務署から入る情報は情報処理局で一括処理するのではなく、各税務署で独自に処理さ

れるようにすべきである。そのための教育とインフラが必要である。

③　税関などデータのやり取りをする全関係者が一定水準以上のパソコン処理能力を有すべき

である。データの不整合などがよく起こっている。

④　中央のデータを効率的に利用できるよう、地方の税務署の通信インフラを強化すべきである。

日　時：８月 22 日（金）11:00 ～ 12:30

場　所：国税庁情報処理局

参加者：Badamtsetseg 局長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：第三者情報システムの現状と課題、本調査へのアドバイス等

１ ローン情報については、金額などは把握できない。ローンを組んだ法人名だけ把握が可能。それだけでも、ローンを組んでいる

会社が「ゼロ申告」をしてくるのを防ぐ効果はある。ローンを組んだからには企画があり、その結果収入も得ているはずだと考

えることができる。
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３．今回の調査での要望事項

（局長）

　今回の調査で可能であれば検討していただきたい協力は、以下の３点である。

①　地方税務署がこの情報システムを十分に使えるように、操作マニュアルがあるとよい。ビ

デオ教材を作成し、遠隔教育ができるようにしたい。

②　検査官のパソコンスキルは極めて低い。今回の教育カリキュラム中に情報処理研修を組み

込んでほしい。短期３年計画のなかに全検査官への教育を組み込んでほしい。

③　①で作成したマニュアル等を活用して、中央でセミナーを実施してみたい。

４．今回の調査に対する提言

（局長）

　今回の調査に関し、２点私見を述べたい。

①　教育システム開発計画、カリキュラム、教材等を作成する際は、現在の法律・制度の枠組

みにとらわれずに、「あるべき姿」をはっきりさせたうえで、それに沿って教育する方がよ

い。現在の仕組み自体に改善が必要な場合は、そちらを直すよう併せて国税庁に提言すべき

である。間違った仕組みに合わせてカリキュラムや教材を組んでも、すぐに使えなくなる。

②　プロジェクトのプロセスで将来のリーダーとなる人材を育成するのは大変良いが、「選抜」

が非常に重要である。国税庁任せにするのではなく、選抜のクライテリアを設け、試験をす

るなど選抜に重点をおくべきである。また、プロジェクト実施後、C／ Pが養ったリーダー

としての力を発揮できる仕組みを整えた方がよい。モンゴルはトップダウンの組織であり、

上の人間の意に沿ってすべてが決まってしまう。国税庁長官に直接報告ができるようにする

など、意見を何らかの形で国税庁長官に伝えられるようにした方がよい。

　①について例をあげると、現在は徴収と検査の役割分担ができていないが、１つの部署で同時

にできるようにすべきなのか、それとも別々にできるようにすべきなのかをまず考えたうえで、

あるべき姿に合わせて教育計画を作る必要がある。以前ADBから徴収・検査に関する研修を提

供してもらい、マニュアルも存在しているが、総合的に分析されたものでないため使われていない。

５．情報処理局の概要

（局長）

　主な業務は、①他部署の税務プロセスを自動化する支援、②情報処理とデータの流れの監査、

③情報処理に関する設備接続や管理、④納税者情報の管理、⑤税務署への情報提供、の５点。①

については、自動化だけでなく業務プロセスづくり自体まで手がけているのが実情。

　職員は局長を入れて９名。６名のプログラマーがシステムを運用し、２名のエコノミストがシ
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ステムの流れと情報の流れの管理をしている。９名はこの業務のために特別に雇用されている。

６．他ドナー援助の有無

（局長）

　世界銀行に要請を出している。しかし、施設整備となるとなかなか「Yes」と言ってくれない。

我々が今足りないと感じているのは「モノ」である。政府が支出をすることに期待したい。

　

７．現在の研修システムに対する評価

（局長）

　以前は人事の下のセクターとして研修センターが活動していた。当時は「税務とは何か」を知

る税務職員がいなかったので、非常に重要な役割を担っていた。また、人事のなかにあったため、

研修と昇進とをリンクさせることができた。

　しかしながら、人材の水準が上がった今でもカリキュラムは当時のものと変わっていない。人

事の下から独立したために、研修修了者に資格などを与える権限もなくなった。更に納税者への

サービスという全く別の機能も組み込まれ、たった２名で取り組む仕組みになっている。正直な

ところ、現在は研修が全く機能していないと感じている。

　協議のあと、第三者情報システムを観察。

（1）サーバールーム

　サーバーはDELL製の非常に良いものが設置され、機能していた（前フェーズで購入した

もの）。使用容量も全体の５分の１以下程度であり、余裕があるようだった。調査団の提言を

受けてセキュリティーを強化し、サーバールームを設けていた。来年度の国税庁の引っ越し

に伴い、部屋を拡張する予定とのことであった。

　税務署とつながっているモデムは９つあり、順調に作動していた。

（2）第三者情報システム

　システムアドミニストレータ－兼オペレーターの職員から説明を受けた。

　問題点は、検査官に「次の検査官のために集めた情報をシステムにためておく」という意

識がないため、情報があまり多く集まらないこと。情報管理の重要性についても教育が必要

とのことであった。

　税関からの情報は、納税者番号、日付、会社の形態、商品名、量、単価等の項目別に検索

することが可能になっていた２。検査官が税務署のシステム担当者に情報提供を依頼し、だ

２ 検索で最も使うのは、「納税者番号」と「法人名」。次いで「活動の種類」「商品の種類」とのことであった。
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れがどのような情報を取っていったかを登録したうえで情報を活用する。ここで得られる情

報は、あくまで「情報」であり、「証拠」にはならない。

　第三者情報システムが有効な理由のひとつは、時間と人手を大幅に減らすことができた点

であるとのこと。システム導入前は検査の際、輸出入情報をすべて関税局に出してもらうよ

う依頼していた。それがシステム上できちんと整理された情報を自分で取ってくればよいよ

うになった。

　検査官が税関から有用な情報を得ることができるのは大きなメリットだが、逆に税関に対

しては、法人登録に関する情報を提供している。税関は通関手続きの際に、申請法人が実際

に存在しているか、登録番号が合っているかなどをチェックできるようになった。

　情報は５年間とっておく。データベースは７年間保存し、その後プリントアウトして資料

室に置いておく。

以　上
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研修情報センター　Purvee 所長表敬

　馬渕職員から簡単に調査の概要を説明し、何点か質疑応答を受けた。その後、センターの概要

に関する説明を受けた。

（所長）

　９月16日で10周年を迎える。初めは国税庁ができたばかりのころで、税法もなかった。日本

で研修を受け、それに基づいて税法をつくった。

　当初は検査官への教育のみで、納税者教育にはとても手が届かなかった。経済大学の税務科と

ともに検査官の教育をしていた。

　初めは研修のあとに１～３級の資格を与えていたが、５年たった時点で法令が変更され、級に

より給与に差を設けてはいけないことになったため、この資格制度は廃止になった。現在は段階

に応じて初級・中級・上級の研修を行うようにはしている。

　検査官に対し、初級・中級・上級のカリキュラムに加えて分野別の特別研修も提供している。

例えば、国際会計基準に基づいた研修を180名の検査官に施した。また、英語研修なども実施し

ている。

　センターの業務には納税者教育も含まれている。年に 30 ～ 40 回セミナーを開催している。

　教材は検査官用のもの、納税者用のものをそれぞれ独自につくった。これまでは自力で自分た

ちの道のりを歩んできた。それがどこまで正しい道であるか、間違っている部分は何で、これか

らどうしていけばよいかを教えてくれるのは大変ありがたい。教員の育成も非常に重要であり、

今回取り上げてくれて大変うれしい。

　再度時間をとって詳細をうかがうこととした。

以　上

日　時：８月 22 日（金）14:00 ～ 15:00

場　所：国税庁研修情報センター

参加者：Purvee 研修情報センター所長、Khurme tkhan 徴収部長、中村教授、馬渕職員、

Narmandakh 通訳

議　題：研修情報センターの概要
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財政経済省予算局予算・税務政策課　Ganchimeg 課長表敬・協議

１．財政経済省の概要

（課長）

　財政経済省は、すべての財政と経済行政を担当する省である。税務行政は非常に重要であるの

で、特別に局を設けている。業務は、予算、歳入と税務行政、その他官房の仕事である。現在、

2004 年度の予算積算の準備をしている。

２．制度提案が採用されるプロセス

（課長）

　国税の制度に関する提案は国税庁から上がってくることが多い。財政経済省が発案するのは主

に税率や国の予算に関することである。提案は財政経済省の委員会（国税庁長官も出席権あり）

で議論して決定する。

３　各種 JICA提案の検討状況

（1）法定領収書制度

（課長）

　JICA調査団と議論したこともあり、報告書も読んだ。ヤミ経済への課税が進んでいないこ

とは確かであるが、不確定申告者への課税に関する法律ができ、当面は推計課税で対応する

こととなった。

（中村教授）

　推計課税は有用ではあるが、基本的には最後の手段にすべきである。あくまで各法人・個

人の実額の所得を把握することを目標として課税を考えていってほしい。

（2）確定申告制度

（課長）

　国税庁から報告を受けた。指摘のとおりモンゴルの実情に合った制度である。現在検討中

であり、近い将来に制度化されると約束することはできない。将来的には、採択へ向けて進

日　時：８月 22日（金）15:00 ～ 16:00

場　所：財政経済省予算局予算・税務政策課

参加者：Ganchimeg 課長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：前回開発調査（徴税機能強化調査フェーズⅡ）提言のフォローアップ等
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むのではないかと思う。追加で支援をしていただく必要は特にない。

（中村教授）

　確定申告制度については、①税法上のインセンティブをきちんと与えないと機能しないこ

と、②各法人・個人に記帳をする能力があることが前提になっていること、を考慮したうえ

で検討を進めてほしい。

（3）査　察

（課長）

　査察の制度はない。国税庁で駄目な場合は警察や裁判所に引き渡す。強制捜査機能まで国

税庁がもつという考えは今のところもっていない。

（4）汚職防止制度

　資源管理・内部監察局が国税庁の中にあり、内部監察も行っているはずである。

（5）税理士制度

　担当部署でないため、あまり承知していない。

　最後に馬渕から①税務大学校設立や地方研修センターの強化に係る予算措置の依頼、②人

事と研修とをリンクさせた制度づくりへの支援の依頼を行った。

（課長）

　個人的には、税務大学校の設立については慎重に考える必要があると思う。モンゴルは人

口250万人であり、大学は170校存在している。経済や会計の大学もかなりある。この状況

も考慮に入れてほしい。

（馬渕職員）

　指摘のとおりである。どのぐらいの研修ニーズがあり、どのぐらい教員をあてがうことが

可能かなど、需要と供給のバランスと規模も慎重に見極める必要があろう。

以　上
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ホブド県税務署、西部研修センター訪問

１．ホブド県の概要

・ウランバートルから1,500km。面積は７万6,000km2。人口は８万9,000人。ホブド市の人口

は約３万人。県の下にソムが 16 存在している。他県と違い、13 民族が共存している。保有

している家畜は約 140 万頭。農業も盛ん。

・春の国会で「西部の中心」と位置づけられ、ホブド市に昇格した。

・砂漠も山も草原もある。特別保護地域が３か所存在している。

・ウランバートルの大学の分校が４つある。うち２つは経済・会計を専門とする大学。４大学

を併せて「アルタイ大学」にする構想がある。それに伴い、大学院の創設も考えている。

・電気は、市と４ソムはロシアからの送電線に頼っている。その他２ソムは水力発電、残りの

10 ソムはディーゼル発電。トルクンの水力発電ができれば、電力はより安定するはずであ

る。

・現在インドの支援でセメント工場ができつつある。カシミヤやアンゴラの加工工場も同県に

存在している。通信はほぼ Mobicom のトーンシステムが普及した。

・空港は国際線も入れるようになっており、将来的にはウランバートル経由で国際線を飛ばす

予定である。

２．ホブド県税務署の概要

・職員は合計で42名。うち25名が中央に、17名が各ソムに滞在している（ほぼ１ソム１名）。

32名が国家認定検査官。全員が経済・会計を専攻しており、65％が学部卒以上、35％が専門

学校卒。会計士は５名。修士は１名。

・担当業務で分けると、課税と徴収を 27 名が合わせて担当し、５名が税務検査をしている。

２名が情報処理を担当し、５名が庶務を担う３。

日　時：８月 24日（日）16:30 ～ 19:00

場　所：ホブド県税務署、西部研修センター

参加者：Mishiglunden 国税庁副長官、ホブド県税務署長以下３名、中村教授、清水 JICA モン

ゴル事務所所員、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：ホブド県税務署の概要、西部教育センターの概要

３ 日本と違い、モンゴルでは申告を確認して実際に徴収するところまで同じ担当者が一括して行い（課税・徴収）、それを中央に報

告したあとに中央の検査官が必要に応じて検査をする仕組みになっている。
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・ホブドの納税者内訳は、①法人 693業者、②不動産税納税者 8,037 人、個人登録者1,400 人、

家畜税納税者 9,000 人。

・税金は、国税が５億トゥグリク４、地方税が６億トゥグリク。国税は大きい順に付加価値税

（VAT）、源泉徴収税、特別税（酒税など）、法人税。地方税は 21 種類存在している５。

・情報は自動処理されており、内部ネットワークに検査官が自由にアクセスできる状態になっ

ている６。2002年から第三者情報データベースが加わり、同データベースに関する情報の収

集と使用が業務に追加された。第三者情報は、国税庁本部からホブドに送られてくるものに

加え、ホブド自身が収集して活用しているものもある。

・第三者情報システムは、検査の際に法人の履歴を調べることができ、非常に有効である。他

方、現在は生データを国税庁で一括処理しているものの、負担が大きく情報のアップデート

が遅い。各税務署でデータを処理し、ウランバートルやその情報が必要となる他県の税務署

に直接送れるようになれば、効率が大きく上がる。

・検査官が自ら生データを入力できるようになれば早いが、現在は２名のエコノミスト（兼オ

ペレーター）が入力と処理とを同時に行っている。

３．研修センターの現況

・ホブド市が認定され西部の中心の機能を果たすことが決まったことに伴い、研修センターが

税務署内に増築された。ホブド県から 3,600 万トゥグリク、国税庁から 1,000 万トゥグリク

が増築用に支給され、更に機材用に 1,000 万トゥグリクが国税庁から支給された。

・西部の中心となったことに伴い、西部５県の納税者に対する移動教育を始めた。そのために

車と小型発電機、機材を揃えた。15のソムで納税者に対し、税務会計基準の向上をめざした

研修を行った。対象者は、検査の結果問題のあった納税者をソムごとに30人程度選んだ。申

告のどこが十分でないか、税はどのようにして納めればよいか、簿記はどのように行うかな

どを、資料を使って説明した（カリキュラムを入手）。

・納税者に対するホブド市での研修も過去６回行っている。市役所と法人手続きについて、労

働組合と労働法について、ホブド支庁と会計の重点についてなど、関連機関と共同で実施し

ている。会計のしかた、決算申告のしかた、よくある間違いなどを説明している。

・メディアも活用している。税法をだれが最もよく知っているかを競った大会も開催した。

・研修センターには教科書が全部で 50 冊あるのみである。経済・会計の２大学の学生も利用

して勉強している。教科書は税務会計、上級カリキュラム用教材、検査のケーススタディと

４ １米ドル＝約1,103トゥグリク（2003年９月現在）。
５ 個人で申告する個人所得税は地方税に含まれる。地方税で最も大きいのは家畜税で4,500万トゥグリク。
６ 他方、パソコンが不足しており、各人が自由にネットワークを使える状態にはない。
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税目別の検査用資料、税法の解釈に関するものが不足している。

・ソム検査官の教育は、年末決算時に全員が集う機会を使って、２日間ほど実施している（カ

リキュラムを入手）。その他短期のテーマ別研修を実施しており、検査官は合計して年２回程

度研修を受けていることになる。

・教員はホブド税務署の職員が適宜担っている。教員に対する訓練は施されていない。県に

１名いる研修センターの担当者に対しては、国税庁がトレーニングを実施している。

・ソム検査官への教育を、ウランバートルの研修情報センターのカリキュラムと同様、初級・

中級・上級に分けて行うのは、現時点では不可能である。そのためには研修センターを拡大

し、各ソムの担当職員を２名以上に増やし、教員の数も増やし、教材も充実させなければな

らない。中長期的な課題であろう。

・加えて、公認会計士資格保持者は、ウランバートルでの国税庁による研修に全員参加してい

る７。

・将来計画として考えているのは、①経済・会計の大学の教官に対する税務教育、②租税教育、

③情報処理システムを使って検査効率を上げる方法を教えるパソコン活用クラスの開設、

④西部の周辺アイマグから研修に来る検査官用の寮の設立、⑤インターネット接続による業

務の効率化、の５点である。

・国税庁としては、指定された５つの開発地域に合わせて、税務署を拡大していきたい。西部

国税庁、東部国税庁といったものができれば良いと思っている。地域教育センターもつくり

たい。３、４名が教員として定着できるようにしたい。

　（西部研修センターは教室が１つあるのみだが、非常に新しく設備も整っていた。壁には主に

納税者教育用の資料が張られており、申告書類が設置されていた。検査官訓練用というよりも、

納税者教育用の意味合いが強いという印象を受けた。）

以　上

７ 会計士は制度が確立しており、資格取得までの訓練、資格取得後の訓練が整備されている。それに対して、税理士は法律ができ

ているものの研修も資格付与もなされておらず、現時点で税理士資格をもつものはいない。財政経済省が整備をするべきである

が、どうやったらよいか分からないでいる。
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国税庁税務行政局　Erdenbaatar 局長訪問

１．税務行政局の概要

　職員数は７名。８名いたが、公務員経費削減のあおりを受けて１名削減された８。業務は、大

きく分けて、

①　税法改訂案の立案、税法の実施指導、国際交流等

②　各局の業務目標、業務計画の立案への関与

の２点である。②については、規定の評価基準を元に半年と年末に評価も行っている。結果は長

官会議で報告することとなっている。

２．JICA調査団提言のフォローアップ

　財政経済省に JICA提案のいくつかを上げているが、財政経済省は予算と歳入に重点を置くた

め、国税庁の業務改善に関するものはセカンドプライオリティになってしまうことが多い。

（1）確定申告制度

　まだ検討中である。納税者側の意識が育成されていないため、青と白の違いは分からない

かもしれない。つまり、納税者にとってのメリットが分からないかもしれない。まだ時間が

かかりそうである。

（2）監察官の設置

　現在は資源管理・内部監査局に兼任職員がいるが、専任はいない。１人では全く十分でな

いが、予算の問題から検討が止まっている。

（3）法定領収書制度

　まずレジスターの普及が先だと認識している。レジスターについても法的基盤ができてお

らず、進んでいない。法定領収書も同時にやることは難しい。

日　時：８月 26 日（火）10:00 ～ 10:45

場　所：国税庁

参加者：Erdenbaatar 局長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：税務行政局の業務概要、前回 JICA調査団提言のフォローアップ等

８ 公務員経費削減では、国税庁全体で170人がリストラに遭ったとのこと。
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（4）税理士制度

　法的基盤はできた。25名の税理士が認定されたと聞いている。納税者ワンポイント・サー

ビスセンターに公認税理士を置いて、法人へのアドバイスを行う構想がある９。

３．その他

（1）大韓民国国税庁の訪問

　2002年に取り交わした国際約束に基づいて国際交流、研修をしている。その範囲内で情報

交換や人の交換を行っているだけである。今回の調査と内容が重なるようなことはない。

（2）税法実施指導のプロセス

　モンゴルでは、法律が決まったあとでその解釈や指導を行う。税務行政局が解釈と指導方

法に関する案を長官会議で提出する。その後法務省に文書が移り、同省に認定されたのち、

税法追加指令を出している。国が承認した解釈となる。

以　上

９ 詳細は納税者ワンポイント・サービスセンター訪問メモを参照のこと。
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研修情報センター訪問

　質問書10 に対する回答に基づいて、質疑応答を行った。

１．研修情報センターの人員

（所長）

　初めは９名いたが、公務員削減に伴い５名にまで削減された。その結果、教員は現在２名のみ

である。１名は情報技術（IT）を専門にしており学歴が高いが、国税庁での職務経験は２年であ

るため、経験不足から研修は実施できない。そのため、９年の職務経験しか有しないもう１名が、

１人だけで研修を実施している。以前は経験が豊富な人材が教員職に就いていたが、働いても働

かなくても一律に低い給与体系に不満を感じて転職してしまった。

（所長）

　2003年３月から、予算は中央（国税庁）で管理することが決まり、研修情報センターの予算の

独立性が失われた。それに伴い、人材を強化したり自由に研修をデザインしたりすることができ

なくなった。

２．予　算

（所長）

　2001 年度は１億 300 万トゥグリク、2002 年度は３億 3,600 万トゥグリクであった。2003 年度

からは、予算は国税庁が管理することになったため分からない。

３．教育カリキュラム

（中村教授）

　初級研修のテーマを見ていると、80時間（約10日間）で修了するには不十分な印象を受ける。

112 時間（約 14 日間）の中級研修も同じである。

日　時：８月 26 日（火）15:00 ～ 16:30

場　所：研修情報センター

参加者：Purvee 研修情報センター長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：研修情報センターの概要と課題

10 本報告書付属資料５．を参照のこと。
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（所長）

　指摘のとおり、非常に厳しい日程である。経済的な理由から時間を短くしている。

（馬渕職員）

　中級研修は、これまで積んだ経験がどのようなものであるかに関係なく、全員同じ内容で実施

するのか。

（所長）

　今年までは分野ごとにやっていたが、人員減で対応できなくなり、全員に同じテーマで研修を

行った。

（所長）

　上級研修は、幹部候補者を人事部が選抜し、実際の研修はセンターが行う。内容はリーダー教

育である。2003年３月までは講師に大学教官や国税庁前職の経験者を招いて研修を行ったりして

いたが、予算の独立性が失われ、それもできなくなった。

４．教　材

（所長）

　初級・中級・上級のカリキュラムを作成したあとに、いろいろな本からコピーしたものを教材

として利用している。ADBの支援で作成した教材はあるが、決まった教科書はない。

５．評　価

（所長）

　評価の方法に関する国税庁長官の指令があり、それに従って評価を行っている。評価結果は研

修経験者が上のコースに行くべきかどうかを判断するために活用しているが、思いどおりに実施

できていない。

６．研修情報センター

（所長）

　所長のオフィスに加え、広報官の部屋、教官の部屋、教室の４つから成る。教室はかなりの頻

度で利用している。例えば、６月には会計士の研修及び納税者への研修を行った。７、８月の休

みのあとは、９月から市の税務署を対象に中級研修を実施する予定である。会計士の試験準備研

修も予定されている。

　機材はそれなりに揃っている。OHPは３台、テレビも３台ある。
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７．調査への期待

（所長）

　将来的には、地域別に教育センターを設立し、地域センター内に分野ごとに教員がいる状態に

したい。調査で「あるべき姿」を提示し、中央の政策決定者に提言してほしい。

　研修のあり方について、日本の専門家により「見本」を見せてほしい。その他カリキュラム等

についても、これで正しいのか分からないまま試行錯誤で作成してきた。日本の経験を基にレ

ビューし、直すべき点を指摘してほしい。

以　上



－ 95 －

USAID 表敬訪問

　表敬訪問、案件紹介を兼ねて簡単な意見交換を行った。概要は以下のとおりである。

・USAIDは法人税とVATに対するアドバイザリーを実施した。そのフォローアップ協力を予定

している。主眼は民間の競争力を増し、税収の競争力も確保する税制の構築である。JICA調査

と補完的関係を構築したい。

・日本への研修を用意している点はすばらしい。短期間で十分なトレーニングを施すことは難し

いので、ディスタンスラーニングも、検討してはどうか。

・法人税が40％という途方もない割合となっているのが現状である。それが脱税を招き、悪循環

が起こっている。

・自分以外に Court System の担当者がいるが、そちらの情報も参考になるかもしれない。

以　上

日　時：８月 26日（火）16:30 ～ 17:00

場　所：USAID Economic Policy Support Project オフィス

参加者：Dr. Harry Baumann、中村教授、清水 JICA モンゴル事務所所員、馬渕職員、

　Narmandakh 通訳

議　題：JICA調査の紹介、情報共有、意見交換
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国税庁資源管理・内部監査局　Nrojinlkham局長訪問・協議

１．資源管理・内部監察局の職務概要

・資源管理・内部監査局は、①リソースマネージメント（人材、財政、資源など）、②内部監

査（検査官の倫理、幹部への監査、税法の執行に関する監察など）を担当している。

・リソースのなかでも人的リソースは中心的な業務のひとつであり、採用や人事はすべてこの

局が行っている。職員研修にもかかわっている。公務員に関する法律が改定され、公務員は

すべて「契約社員」となっている。契約に関する執行管理もこの局の担当である。

・局全体では 25 名。７名が検査官で、18 名が事務職。内部監査と人事の担当者は計３名。う

ち１名は第三者情報データベース担当者。その他法律担当者が１名、会計士は３名。

・人事と教育との関連分野でもあるが、内部監査は重視したい。IMFから「長官の直接指導の

下で監査局を作った方が良い」と指摘を受けている。

・組織構成に関する案や仕事の企画が出ると、財政経済省に上げ、認定が出たあとに執行とな

る。

２．税務教育の現状

・教員として研修情報センターで実際に働いているのはわずか３名。中央の研修は３段階に組

んであるが、実際は初級と中級だけが実施されている。地方に至っては、分けることができ

ていない。しかしながら、新人と２、３年生とベテランとでは、学ぶべき内容が違う。それ

ぞれ分けて研修する必要がある。つまり教官は地方においても３名は必要であろう。

・経費削減が奨励されていることから、出張手当が出なくなった。その結果、研修の期間も３

週間から１週間まで減ってしまった11。研修は税法に関するものと、税務に関する会計との

２テーマで実施している。現在のところ、倫理などはカリキュラムに入っていない。

・教育組織は独立した組織であるべきと考える。３名しか教員がいない現在の状況では、全く

十分でない。税務大学校のようにしていきたい。

日　時：８月 27 日（水）11:00 ～ 12:30

場　所：国税庁

参加者：Nrojinlkham 局長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：資源管理・内部監察局の職務概要、税務教育と人事制度との関連等

11 公務員給料を上げるという選挙公約を果たすために、革命党が経費削減とリストラを進め、そこで浮いた分を給料増にあてる方

策をとっているとのことであった。
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・現在は公務員試験を合格した者に対して税務職員試験を実施しているのみである。採用前の

育成にも取り組みたい。大学の税務科との連携も考えたい。

・研修は分野別に実施すべきであろう。教官も分野別に育成する必要がある。例えば、外国直

接投資（FDI）に対する検査のスペシャリストがいないために、FDI は自由に脱税している

状況である。知識不足から、検査官は回収できる額を回収していない。

・汚職を防止するために、検査官の異動は２年に１度を基本としている。しかしながら、地域

への異動、地域間の異動は居住地との関係からできていない。例えば、ソムの税務職員は

１名であり、同じソムの税務署で定年まで過ごす。周囲はすべて親戚であり、汚職が発生し

やすい。人事異動についてもアドバイスがあればお願いしたい。

・税務職員としてのステータスだけですべての業務ができると見なされているが、実際にはで

きていない。検査担当となるための基準、徴税官となるための基準などを設ける必要がある

のではないか。プロジェクトで検討してほしい。

・採用基準についてもアドバイスがほしい。現在は履歴書と大学の成績、テストの３つだけで

判断している。

３．税務職員の評価、人事制度によるインセンティブ付与

・２～３年に１回、検査官の能力試験を実施している。内容は税法や会計などである。

・業務上のパフォーマンスも評価している。研修で各ソムの担当官がアイマグセンターに来る

際、必要な書類を持参し、人事担当者が評価を行う。「50％以下」の評価を受けると失格と

なり、リストラの対象となる（契約が更新されない）。

・上記のシステムは、①復習をさせる機会になる、②苦情のあった対応の悪い人物をリストラ

するための機会となる、という面で効果的である。他方、同システムは、昇給・昇格を考え

る際には利用されていない。

・現在、給料は内閣で決められた額をもらっている。この額は国税庁には変える権利がない。

プラスαとなるボーナスはもらうことができるが、基本給よりは少ない額である。

・試験成績と昇給、昇格をリンクさせる方策は重要だと考えている。ソムの職員と会計士が同

じ給料というのはおかしい。2001年に徴収官と検査官、主任検査官にタイプ分けして長官会

に提案したが、結果としてソム職員の給料を下げることにつながるため、却下された。

・調査において、新たに望ましいあり方を提案してもらえれば、大変助かる。

４．税務職員の数、採用等

・検査官（＝税務職員）は 1,100 名であるが、全く足りない。１人当たりの負担があまりに大

きい。現在、内閣、財政経済省に増員を依頼している。要求は600名であるが、公務員の15％
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削減政策を実施中であるため、200 名程度の増員に落ち着きそうである。

・国税庁の予算は来年度もあまり変わらない見込みである。

・モンゴルは日本と違い、幹部採用はない。ソム職員も将来の局長も同じ採用である。幹部は

党員であることが多く、安定していない。

・職員の採用は 30 歳まで。新卒が８割、社会人採用が２割。地方は中央と違い、若者はあま

り希望者がおらず、結果、年配者が採用になる。検査官の７割が女性である。

・転職は今のところ多くない。知っている限りでは、今年で１～２名のみである。

・定年まで勤める者が多い。定年は男性 60 歳、女性 55 歳。給料にプラスαがある分、他の公

務員よりは良いとして最後まで働く意志をもつ者が多い。

以　上



－ 99 －

国税庁検査局　Gansukh 局長訪問・協議

１．検査局の概要

・職員は現在７名。21アイマグと６区、及びウランバートル市税務署に検査部がある。加えて、

大規模納税者局もある。各税務署には平均して40名ほどの職員がおり、うち約15名が検査

官である。

・国税庁 1,100 名のうち約 20％（220 名ほど）が検査の仕事をしている。「集める」ことに重点

が置かれているため、徴収の方が人が多いのがモンゴルの特徴である。検査の仕事は少人数

で行っているため、明らかなオーバーワークとなっている。

・今後１年間で9,000法人12を検査する計画である。もし職員が400名いれば、2,000法人が検

査できると思うと、やはり残念である。

２．第三者情報システム、国別特設研修の効果

・検査局の 10名13 が「第三者情報システムの使用方法」に関して、日本で国別特設研修を受け

た。それを生かして、2003年の５月にアルコール生産者への検査を行い、第三者情報システ

ムを活用した。

・初めは２社への法人検査であったが、その取引相手の情報を第三者情報として活用し、最終

的には６社への法人検査にまで発展し、架空の法人を登録して脱税をしていた事実を突き止

めるに至った。第三者情報システムがなければ、初めの２社に終わっていたと思われる。研

修の効果が大いに発揮された。

・今後も、第三者情報の収集も兼ねて、計３回の大規模な検査を予定している。

３．プロジェクトに対する期待・アドバイス

・法人税に関する検査や VAT に関する検査など、税目別の検査に関する研修ができれば非常

に有意義である。特に中級研修、上級研修はそのようにすべきであろう。１年目は法人税、

日　時：８月 27日（水）14:00 ～ 15:30

場　所：国税庁

参加者：Gansukh 局長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：検査局の概要等

12 全法人の約３分の１。
13 その後公務員の人員削減で枠が減り７名となった。研修受講者は徴収に異動した。
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２年目は VAT という形にするのも一案である。現在は「検査」一般を扱っているのみで、

深みのある研修になっていない。

・第三者情報システムの活用に関する研修も重要である。教科書の検証として講義を行う際、

各県から検査官を２名ずつ呼んで研修してはどうか。

・研修効果の「測定」も重要なテーマであろう。

・税に関する「通訳」ができる人間も育成する必要があるかもしれない。

４．質疑応答

（1）第三者情報システム

（馬渕職員）

　第三者情報の収集について、システムに入るまでの流れはどうなっているか。また、将来

的には各県で情報処理を行うべきとの声もあるが、どのように考えているか。

（局長）

・情報は各県の検査局で、検査を兼ねて収集する。それを国税庁情報処理局で一括処理して

いる。ウランバートルでは、区ごとに情報が処理され、区同士が直接情報交換を行ったり

もしている。

・現在は地方の情報量は少ないため、このままでも十分だと思う。地方の県には法人は少な

く、取引の内容もすべて把握している。重要なのは、県と県外との取引の情報だけであ

る。関税庁との情報交換も極めて重要である。

（2）検査の頻度、現況

（局長）

・法人の収入に合わせて、毎年か２年に１回か３年に１回かを決めている。各区、各県の税

務署が検査計画を 12 月までに作成し、国税庁が決定する。

・二重検査は国税庁のみが行うことができる。対象は任意に選ぶことができる。区や市の検

査報告書を読み、そのなかから赤字や黒字のはなはだしいもの等を選択する。選択の際に

は第三者情報も活用する。各県の報告書は集めるのが難しいため、年に５県のペースで出

張して検査している。

・二重検査で100万ドルの脱税が見つかるなど、検査官の知識不足から取るべき税を取れて

いない例が見られる。
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（3）現在の税務教育に対する評価

（局長）

・正直なところ全く役に立っていない。特に中級と上級は何もやっていない。第三者情報に

関する研修を JICA の支援で行った以外は、検査担当者への研修は３年間実施されていな

い。

・教官は実質１名だけで、全く足りていない。試験も中央・地方でやるにはやっているが、

「全員合格」と報告を受けるだけなので、内実は分からない。自分が実際に行って検査担当

者と話をすると、とても合格とはいえない人物も多くいる。研修の「質」には大きな問題

がある。

（4）徴収と検査の分担状況

（中村教授）

　徴収と検査は、頻繁に人が交代するのか。

（局長）

　人事異動は２年に１回行うことが決められている。個人的には知識を人にためるためにも

あまり異動させたくない。

（馬渕）

　徴収や検査に「資格要件」を設置する案を聞いたが、どのように考えるか。

（局長）

・資格要件はあっても良いが、その要件の内容次第である。知識やモラルを正しく評価する

ものであれば良いが、性別や年齢などいらない要素が入るならない方が良い。法律上は国

税庁職員全員が「国家検査官」となっている。基準を設定すると各人の関係がおかしくな

ることが懸念される。

・検査局には自身の採用基準がある。履歴書やテストで選定できるため、今のままでも良い

ように思う。

・過去には職員の資格が一級、二級、三級に分かれていたが、それは能力による分類ではな

く、年功序列の分類だった。

以　上
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納税者ワンポイント・サービスセンター視察

１．設立の経緯、今後の展望

・納税申告には徴税官が担当者制でサポートしていたが、手間がかかることに加え、汚職の可

能性も発生する。また、税務署では申告や納税相談が別々に扱われていた。それをセンター

制にすることで、効率的に包括的なサービスを提供しようというのが納税者ワンポイント・

サービスセンター設立の趣旨である。

・現在、同センターは試験的に運営されている。バイヨンゴル地区にもより規模14の大きいセ

ンターを作る予定である。11月末にパフォーマンスを評価する予定であり、良い結果が出て

いれば、将来的には他の地区にも広げていく構想である。

・同センターは、 Badam局長が日本で研修を受けた際に日本のサービスからヒントを得て、実

現させたものである。Badam局長が自ら企画し、予算も取り付け、サービス担当者も選定し、

センターのデザインも行った。

２．法人納税者登録

・納税者は、TPO1 と TP2 という２つの書類に記入する。それを同センターでデータベース化

し、個人ファイルを作成する。個人ファイルは法人担当検査職員に渡される。

３．納税申告

・法人は、立ち上げ当初は契約の会計士を雇うことができないケースが多いため、情報処理局

が独自に会計に関するファイルをプログラミングした。プログラムは、７つのシートに必要

な数字を入れれば、自動的に申告書が完成するように組まれている。これにより納税者が自

分でセンター内にあるパソコンで納税申告ができるようになった。

・パソコンを使えない納税者に対しては、税理士が１名センター内におり、納税者が対価を

払って利用できるようになっている。現在、税理士は認定されてもあまり顧客がおらず、自

日　時：８月 27 日（水）16:00 ～ 17:00

場　所：ハン・ウル地区税務署内　納税者ワンポイント・サービスセンター

参加者：Badam データ処理局長、納税者ワンポイント・サービスセンター職員

　　　　中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：納税者ワンポイント・サービスセンターの概要等

14 同センターは相談窓口が３席、バイヨンゴルのセンターは８席を予定。
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分を売り込みにくい状況にある。センター内にスペースを設けることで、公認税理士にも場

所ときっかけ15を与えることとなる。センターはスペースを提供するだけで、あとは税理士

と法人とが個別にビジネスを行う。結果、センターは、きちんとした申告書を受け取ること

ができるというメリットを享受する。

４．Q＆ Aサイト

・パソコン上にQ＆Aを設定しており、質問の登録と検索ができるようになっている。各法人

が自分のアカウントにサインアップしてから質問するため、だれがどんな質問をしたかも管

理者には分かるようになっている。今後はオンラインとつなげ、メールで質問を受けられる

ようにしたい。

５．現時点での感触

・納税書の質が上がったとの感触を得ている。納税者からも好評を得ている。

・以前は徴税官が申告書の受け取りをやっていたため、時間が多く取られていた。センターが

できたことにより、徴税官が「税を徴収する」という本来の仕事の時間を取れるようになっ

た。

６．研修情報センターとの役割分担

・サービスも教育のひとつの形だと考える。研修情報センターは大人数での「教育」を、納税

者ワンポイント・サービスセンターは個別の教育をしているともいえる。前者が上からの指

導でやらされている側面があるのに対し、後者は下からの自然な要望に応じて実施している

ため、より効率的なのではないか。

・研修情報センターの納税者広報・教育部分を同センターで受けもつこととすると、租税教育

をどう扱うかは問題になるが、それ以外は問題なく担当できる。

以　上

15 センター内で仕事をすることで、税理士は「国税庁にauthorizeされている」という印象を納税法人に与えることもできる。
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世界銀行表敬訪問

　表敬訪問、案件紹介を兼ねて簡単な意見交換を行った。概要は以下のとおりである。

・JICAが非常に有用な協力をしてくれることを知り、うれしく思う。情報交換を密に行っていき

たい。

・IMFと世界銀行は、IMFが国の歳入をみて、世界銀行が国の歳出をみるという役割分担をして

いる。

・第三者情報システムについては、最近Badam局長からパソコン供与の要請が来たものの、採用

されなかった。必要性は理解できるので、今後も様子を見たい。

・国税庁での税務教育に取り組む際、ぜひ経済、会計を専門とする大学との連携を考えてほし

い。大学から講師を招く、大学のカリキュラムを税務教育に組み込む、逆に国税庁から大学へ

フィードバックするなど、いろいろな連携の形があると思われる。

・税収に関する統計データは十分に揃っていない。本調査の過程で揃えられるのであれば、それ

は非常に意義がある。

・11月後半に日本でモンゴルに関するConsultative Meeting があり、関係者の多くが来日する。

11 月後半からの現地入りは避けた方が賢明であろう。

以　上

日　時：８月 28 日（木）15:00 ～ 15:30

場　所：世界銀行モンゴル事務所

参加者：中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：JICA調査の概要紹介
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国税庁徴収部　Khurmetkhan 部長訪問・協議

１．徴収部の業務概要

（部長）

・徴収と法律の執行、税務申告指導、税務申告の受付、マニュアル作成、地方徴収部に対する

徴収指導、滞納者対策、第三者情報の受付と情報処理局への送付、納税者からの質問に対す

る応対等が仕事である。徴収部自身は、徴収業務は行っていない。部の人数は局長を入れて

８名。

・国税庁業務全体の６割は徴収の仕事である。特に地方税の徴収部は大きな割合を占めてい

る。

（中村教授）

　納税者からの質問への応対も業務にあるが、研修情報センターとの関係はいかがか。

（部長）

　密接に関係している。センターのサービス担当者と一緒にQ＆Aをつくっている。他方、徴収

部にはよく直接質問が来るため、その場合には直接対応している。

（馬渕職員）

　地方徴収部への指導も業務にあるが、８名で全国を回るのは難しいのではないか。

（部長）

　指導に回るのではなく、手引きを作成している。納税登録から質問への対応、現場視察、納期

報告、滞納者対策、裁判など、法律で決まっていることをより詳しく説明している。モニタリン

グに行った際に直接指導することもある。新しい制度等ができれば、その都度研修も行う。

２．第三者情報システム

（部長）

・ソムでの情報が県により処理され、中央にも報告される。それが情報処理局に転送され、そ

こで処理、配分がなされる。

・また、第三者情報が届いた際の確認検査や、課税確認の苦情が来たときの検査は徴収部で

行っている。この部分は、検査局との役割分担がはっきりしない。

日　時：８月 28日（木）16:30 ～ 17:30

場　所：国税庁徴収部

参加者：Khurmetkhan 部長、中村教授、馬渕職員、Narmandakh 通訳

議　題：徴収部の概要等
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・問題点は、各ソムには徴税担当が１名いる程度であり、報告も紙か電話で行われることであ

る。電子化は県でなされるが、多大な負担となっている。

３．納税者ワンポイント・サービスセンターとの関係

（部長）

　同センターの目的は、サービスを速やかに行うことである。ウランバートル市の各区、県中心

部にできれば、徴収担当者が申告書の受付や法人に対して行っていた相談サービスをしなくて済

むようになる。つまり、本来業務である「徴収」に注力することができるようになる。

４．研修のあり方

（部長）

　「法人の収入と支出金額の確定方法」について、研修を設けてほしい。本来申告すべき金額を

特定できる徴収担当者を育てたい。「金持ちもなぜか低収入申告」をしているのが現状である。

以　上
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５．質問書及び回答

2003.8.7

「モンゴル国税務教育システム構築調査」に関するクエスチョネア

　今般の「モンゴル国税務教育システム構築調査」の事前調査にあたり、下記のクエスチョネア

にご回答頂きますようお願いいたします。同時に、下記の質問事項に関連する資料がありました

ら、ご提供頂きますようお願い申し上げます。

　なお、これまでの開発調査の際に既に聴取済みの事項についても再度（最新のデータに基づき）

ご回答頂きますようお願いいたします。

１．モンゴル国税庁の概要

（1）国税庁の組織はどのようになっていますか。

①　組織図（入手済み）

②　国税庁本庁、国税局、首都税務署、地方税務署の庁局署別及び担当事務別の職員数

（2）国税庁の職員の採用はどのようになっていますか。

①　採用の形態（例えば、高新卒、大新卒、社会人）

②　採用形態ごとの人数（人数／年）

③　採用形態ごとに採用されるために必要な資格、及び採用試験の試験科目

④　採用形態ごとに期待される役割と大まかな採用後の任用プラン

⑤　採用の時期（毎年決まった時期に一括採用しているのか、それとも適宜採用か）

⑥　国税庁職員（局署を含む）の年齢構成

（3）国税庁職員の離職率はどのようになっていますか。ほとんどの方が定年まで勤務されます

か。中途で退職される方はどのくらいいますか。退職される方はどのような役職（又は年齢）

で退職されますか。

２．納税者の状況

（1）各税目別の税収はどのようになっていますか。

①　国税の税目別

②　地方税の税目別
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（2）各税目別の納税者数はどのようになっていますか。

①　国税の税目別

②　地方税の税目別

　（注）源泉所得税については、（1）（2）それぞれ申告所得税とは別に教えてください。

３．国税庁の機能

（1）次の事務は国税庁（局署を含む）のどの部署が担当していますか。

①　租税制度の調査・企画・立案（財政経済省かもしれません）

②　税務行政を執行するための企画・立案

③　税法解釈の統一

④　税務に関する広報（納税者意識の高揚、税に関する知識の普及や向上、納税者のニーズの

把握等）

⑤　税務に関する納税者からの相談

⑥　納税者に対する指導（申告誤りに対する指導、新税制・税制改正に関する指導等）

⑦　税務調査〔一般調査、強制調査（査察）〕

⑧　滞納整理（税金を納めない納税者への対応）

⑨　不服審査手続き（課税処分に不服がある者の権利救済）

４．職員研修の概要

（1）職員研修の企画・立案はどのようになっていますか。

　各年の実情に応じた研修計画の策定の有無（あれば、その策定を担当する部署）

（2）職員研修のための機関はどのようになっていますか。

①　研修機関（研修所等）の有無（あれば、その組織図）

②　職員研修のための独立した施設（研修専用の建物・部屋等）の有無

③　研修員のための宿泊施設の有無

（3）職員研修のための教員（例えば、研修センターの教員）はどのようになっていますか。

①　教員の人数

②　教員の経歴

③　教員の経験年数

④　教員の配置（中央と地方の配分）

⑤　教員（研修担当者に対する研修の有無（あればその人数、期間、研修科目、教材）
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⑥　国税職員外（例えば、大学教授）の教員による講義の有無（あれば具体的に）

（4）職員研修の状況はどのようになっていますか。

①　新規採用職員に対する研修（採用形態別）の有無（あればその人数、期間、研修科目、教

材）

②　中堅職員〔採用後一定期間（例えば、５～ 10 年）が経過した職員〕に対する研修の有無

（あればその人数、期間、研修科目、教材）

③　幹部職員に対する研修の有無（あればその人数、期間、研修科目、教材）

④　専門的知識・技能を取得するための研修の有無（例えば、国際課税やコンピューター関係

の知識・技能。あればその人数、期間、研修科目、教材）

⑤　事務系統別に行う研修の有無（例えば、職員が異なる事務系統に異動した場合。あればそ

の人数、期間、研修科目、教材）

⑥　税制改正が行われた場合の職員に対する研修（あればその人数、期間、研修科目、教材）

⑦　その他の研修（あればお教えください）

（5）職員研修はどこで行なわれますか。

①　研修は、例えば、原則ウランバートル（国税庁やウランバートル国税局）の研修所（研修

施設）に全国の研修員を集めて行われますか、それとも各地域・各税務署単位で行われます

か。研修ごとにお教えください。

②　例えば、経験の浅い職員に対して経験豊富な職員が同行して指導するというような実践的

な研修〔いわゆるオンザジョブ・トレーニング（OJT）〕の実施の有無（実施している場合に

はその内容を具体的にお教えください）

（6）研修教材はどのようになっていますか。

①　研修教材の作成部署

②　研修教材の改訂状況〔教材は毎年更新（改訂）されますか〕

（7）研修効果の測定は行っていますか。

①　研修修了時の試験、レポート提出の有無

②　研修生に対するアンケートの実施（研修ニーズの把握）の有無

（8）職員研修のための予算はどのようになっていますか。

①　研修センターの予算額
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②　国税庁予算に占める研修センターの予算（％）

５．現状の問題点及び将来の展望

（1）現在の職員研修一般に関する問題点はどこにあるとお考えですか。（例えば、教員不足、国

土が広く地方税務署職員に対する研修の非効率、研修受講者の早期退職、職員の担当事務が広

範囲なためすべてにわたり研修するのは困難、人事異動が頻繁で研修の成果が現れる前に担当

部署が変わる等）

（2）現在の職員研修では、どの分野が対応しきれていないとお考えですか。また、今後どのよう

な研修が必要になるとお考えですか。

（3）特に地方における研修で問題となっていることはありますか。

６．事前調査において収集すべき資料

　次の資料の提供をお願いします。

①　現行税法、通達（国税庁指令）

②　職員研修関係法令等（例えば、研修要綱・研修実施規定、年間の研修計画、研修生規則、寮

生規則）

③　実施済み（又は実施中）の研修に関するカリキュラム〔研修目的、研修対象者（職務・役職）、

研修員数、実施期間、研修内容（科目・時間数）、教員（経歴・経験年数）、研修実施場所〕

④　実施済み（又は実施中）の研修に関する教材

⑤　税務職員の募集要項・採用募集パンフレット（各採用形態別）

⑥　研修センターに関するパンフレット（あれば）

⑦　上記１．から５．までの回答に関連する資料

以　上
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「モンゴル国税務教育システム構築調査」に関する質問書回答

１．国税庁について

（1）国税庁の組織

①　組織図

②　国税庁本庁、国税局、首都税務署の庁局署別及び担当事務別の職員数（添付１、２、３）

（2）国税庁の職員の採用について

①　採用の形態：国税庁は基本的に大学卒を採用条件の１つとするが、地方では、特にソム

レベルではこの条件に適する就職希望者が少ないために専門学校卒、及び高校卒業者から

の採用も認めている。国税庁職員 1,100 名の教育構成は（事務職は含まれていない）大卒

864 名、高専卒が 203 名、高卒 26 名、中卒７名となる。

②　採用形態ごとの採用者人数（１年間の）：

大　卒　60 名

高専卒　０名

高　卒　０名

③　採用形態ごとに採用されるために必要な資格、採用試験の課目：

・大卒：国家公務員専攻別試験の合格者である会計、及び経済学部卒業者を対象に簿記・

会計、税法令に関する試験。

・高専卒・高卒：必要なときは高専卒や高卒者からの採用を認めており、税法令に関する

知識認定試験をする。
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④　社会人採用に関しては、国税庁内の業務別現場能力基準に適しているかをベースにして

いる。業務別現場能力基準には各役職の任務、目的、責任、業務範囲、関連機関及び必要

な資格、教育、任務経験、専門的な予備知識等について検査官、徴収官、エコノミスト等

の専門別に指定してある。国家主任徴税官（庁、部、課長らの幹部職員）の幹部職員も上

記の基準に適していなければならず、もし幹部職員の任務に新しく昇任する場合、現職の

徴税官の中から選抜する。このためには国税庁の国家公務委員会による当該職責に適合し

ているかについての推薦状が必要とする。

⑤　国税庁は毎年決まった時期に一括採用しておらず、当年度の空席に対して、毎年７月に

行われる国家公務員認定試験の合格者から採用する。ウランバートル市の場合、市税務局

及び各区税務署の徴税官の交換を２年ごとに行っている。

⑥　税務職員の年齢構成（事務職員は含まれてない）：

21 歳未満 ４名

21 ～ 25 歳 73 名

26 ～ 30 歳 138 名

31 ～ 35 歳 186 名

36 ～ 40 歳 218 名

41 ～ 45 歳　178 名

46 ～ 50 歳 173 名

51 ～ 55 歳 99 名

56 ～ 60 歳 31 名 合計 1,100 名

（3）この５年間で国税庁から民間企業への転職者１名、留学５名（うち３名は帰国し、任務に

戻っている）、３名が定年退職した。国税庁及び税務署からの転職はほとんどなく、留学者平

均年齢は 30 ～ 35 歳である。

２．納税者について

（1）税目別税収に関するデータを添付資料にて示す。

①　国税（添付資料１．）

②　地方税（添付資料２．）

（2） 各税目別の納税者数（添付資料３．）：

①　国税を税目別に

②　地方税を税目別に
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３．国税庁の機能

（1）①　税務制度に関する調査、企画、立案は国税庁の税務管理・指導局が担当する。ここで

は、税法の改正、追加、変更及び新しい税法の立案、税に関する国際条約の原稿作成・

協議、税法施行に関する指導、規則の作成、アドバイス等が含まれる。

②　税務行政の施行に関する企画、立案は国税庁の各部署がそれぞれの業務内容の範囲内で

担当する。

・税法の施行に関する観察

・税法の施行に関する規則、マニュアル、指導及び広報・研修

・国税及び地方税の徴収

③　税法の解釈は高等裁判所が行う。高等裁判所の解釈内容案は、国税庁の税務管理・指導

局及び他の部署から提案する。税法の解釈について国税庁が高等裁判所に依頼する。

④　税務広報、税法施行及び納税者の納税意思の向上を目的とした情報提供・広報活動を、

各種メディアを通して国税庁の研修情報・サービスセンターが行う。広報形態としては税

に関するパンフレット、宣伝、映画等がある。

⑤　納税者に対する情報提供・アドバイスは、すべての部署にて行われている。

⑥　納税者に対する指導は国税庁の徴収局、市県区の税務署の徴収部が担当する。

⑦　税務検査は国税庁の検査局、市県区の税務署の検査課が担当する。

⑧　滞納者及び脱税者に対しては、一般税法第 13 条に基づいて極刑する。

４．税務職員の教育について

（1）税務職員教育は幹部職員研修と税務検査官研修から構成される。各年度の研修企画につ

いて、国税庁の研修情報センターと各関連部署が協議・立案し、国税庁長官会が決議する。

研修カリキュラムの内容は当年度の税法改正に伴う変更点、税制に関する業務的な変更点、

各税務署の業務に対する国税庁の評価・観察の結果、及び税務署、税務検査官の要望に基づ

いて作成する。税務職員の教育・研修は研修情報センターと国税庁の資源管理・内部監察局

が共同で行っている。

（2）国税庁の研修情報センターは、ウランバートル市税務局内に教室用の部屋１室、教職員用

に３室を借りており、独立した施設はなく、研修員のための宿泊施設はない。

（3）現在、研修情報センターは所長、税務広報・情報担当教員１名、教官２名、ドライバー

１名の５名で業務を行っている。教職員については、金融・経済専攻で所長は13年、主任検

査官―教官は９年、検査官―教官は２年の国税庁職員歴を有する人材である。ホブド、ドル



－ 123 －

ノド県に地域教育センターがある以外、市県区の税務署に研修･サービス担当者が各１名い

る。国税庁研修センターより２年間に１回、研修・サービス担当検査官を対象に研修を行

い、納税者登録をはじめ、税務検査方法、滞納者に対する対策等、税制・税策に関する更新、

変更についての情報提供を試みている。当該研修中に税法や課税、徴収に関する教材等を配

布している。2003年度の研修に38名の検査官が参加した。研修テーマによって関連機関の

職員や国内外の大学教授らを招いて講義してもらっている。2003年度の研修に関しては、海

外の大学（カナダ、オーストリア）から教授２名、モンゴル国立大学教授２名及び国家機関

の関連職員５名を招いて講義してもらった。

（4）税務職員研修を

・幹部職員を対象に行う研修

・税務検査官を対象に行う研修

に大きく分ける。

　検査官研修を経験年数、受けた研修、職務上の能力等を基に

・初　級

・中　級

・上　級

に分類する。

1） 新入税務職員は初級研修を受ける義務があり、当研修を研修情報センターは年に１回

80時間のカリキュラムで行っている。研修の目的は、新入検査官に職場の業務等に関す

る初級知識、及び検査官の倫理・道理を養うこと。研修内容は、税務に関する理論的・

実務的な基礎、税法、関連通達、公式資料・様式の記入方法、情報データベースの利用

方法、申告書の受付、納税者に関する情報の登記方法等が含まれる。今年度は、市内及

び地方から70名の検査官が研修を受けた。

2）中級研修は初級研修を受けた検査官を対象に112時間のカリキュラムで行う。平均的

に経験年数２～４年の検査官が対象となる。カリキュラムの内容は、会計・簿記、税務

理論・基礎、国際課税、二重課税条約、税務訴訟委員会の活動、税務に関するソフト開

発等、中級レベルの知識・技能を身につける。

3） 幹部職員を対象に行う上級研修を主に資源管理・内部監察局が担当して行う。研修は

毎年２月末に行われ、当年度の税務署ごとの計画、その実施方法、各税務署の業務水

準、問題点・解決方法について学習する。研修は国税庁本部、課税徴収部の幹部らが参

加する。

4） 専攻別の研修も行われる。例えば、2003 年度は研修・広報担当の職員、徴収担当の
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検査官、エコノミストを対象に研修が行われた。そのほかに、国際税務条約及び通信教

育を行う予定。各税務署にて使用されている応用プログラムのマニュアル、パソコン

ネットワークを通した情報交換のしかた、中央データベースの利用方法に関する手引き

等の資料を管轄の部署へ配分し、担当税務職員研修を行った。税務制度、税法の改正に

関する研修は必要なときにだけ行う。例えば、特別印紙税の導入にあたって国税庁研修

情報センターと徴収局から２段階にわたって研修を行い、さらに職員の英語能力の向上

を目的に英語研修を２つのレベルにて行った。

（5）税務職員研修はウランバートル市及び地方にて行う。地方研修は２年間に１回の頻度で実

施しており、当該の研修にすべての県及びソムの検査官が参加する。地方研修は国税庁の研

修情報センターの教員が教える。オンザジョブ・トレーニング（OJT）に関しては、研修カ

リキュラム上で行われてないが、各税務署内の職場研修として通常実施されている。

（6）教材、教科書の作成は国税庁研修情報センターだけではなく、他の部署あるいは外部の人

間（大学の教授、研究者）によって作成する場合もある。最近、税務に関する教材、研修用

資料が作成された。研修情報センターは実施された研修資料及び外国の専門家の提案・アド

バイスを翻訳し、研修資料として使用している。研修情報センター内に税務職員用の図書館

ができ、国内外の税制・財政に関する本や教材を収集している。

（7）研修効果の測定は国税庁研修情報センターのひとつの業務である。同センターは、各研修

結果についてレポート報告をしており、研修生から研修に関する感想・意見収集をしてい

る。地方研修及び計画研修後に試験をするとともに、研修生についてアンケート調査を行っ

ている。

（8）研修情報センターの予算は国税庁の予算の中に入っているので、同センターの予算は詳し

く出せない。

５．現状の問題点及び将来の展望

（1）税務職員研修に関して以下の問題点がある。

・地方研修の場合、経済的な原因で研修期間が短くなり、それに伴って研修内容・質が低下

し、研修生の学習意欲も低下する傾向がある。

・教員が不足していることと同上の原因で教員１人当たりの仕事の負荷が重くなる。

・１人の教官がすべての研修を行うために集団的な研修が多く、検査官の経験、専門知識・
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能力に応じた研修を行う環境整備ができてない。

（2）現在の職員研修ではどの分野が対応しきれていないと考えているか。また、どのような研

修が必要になると考えるか。

・初級研修の実行は上記原因により施行範囲が制限され、それにより中級及び上級の段階

的な研修の実行にもマイナス影響を与えている。

・これを解決するために現在の経済的な能力の下で段階的な研修を継続的に行う可能性の

検討。

・上記の２つの問題は主に地方研修の場合によくある。

（3）地方研修の問題点：

・各県の税務職員を対象に２年に１回、10 日体制で行う研修だけでは職員の専門能力向上は

難しく、研修期間が短いことと、検査官の経験、能力、教育レベルが異なることが研修効

果に影響する。

・初級研修は国税庁研修情報センターにて中央一括で行う必要がある。

合計 737 名の税務職員
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合計 51 名の税務職員

合計 357 名の税務職員

添付２　ウランバートル市税務局の組織構成図

添付３　各区の税務署組織構成図
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（1）現状及び問題点

　モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）政府は、社会主義計画経済から市場経済への移行

を積極的に推進しているが、政策の実施能力は依然脆弱であり、歳入不足から巨額の財政赤

字を抱えている（2001 年度約 4,100 万米ドル）。

　財政赤字の主因のひとつは、モンゴルの徴税能力の低さにある。国税庁税務職員の課税、

徴収、検査に関する知識は大きく不足しており、その結果として多くの徴税機会を逃してい

る点が指摘されている。

　税務職員の能力不足は、その脆弱な教育システムに起因している。税務職員の教育カリキュ

ラムは初級の一般的な内容の枠を出ていない。教科書は存在せず、教育担当者は中央に２名、

各市県区の税務署に１名ずついるのみである。加えて、上記のような脆弱な教育システムを

改善していくための中長期的な計画、ビジョンは現在のところ存在していない。

（2）国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性

　モンゴル政府は、政府行動計画（2000 ～ 2004 年）において、教育の充実、富の公平な分

配、合理的な社会福祉・保障制度の導入、地域格差の是正、能率的で国民の負託に応え得る

行政の確立、等を掲げている。しかしながら、上記の基盤となる公共事業を支えるのは十分

な国家歳入であり、それは安定した税収入によりもたらされる。

（3）他国機関との関連事業との整合性

　米国国際開発庁（USAID）は、法人税と付加価値税（VAT）について、国際競争力のある

税体系の構築をめざした支援を行っている。同協力と本調査は、前者が税徴収の枠組みを決

定し、後者が税徴収の機能を強化する点で相互補完性が高い。当該分野に係る他の目立った

協力は行われておらず、徴税機能強化支援分野は JICA のみが実施しているといえる。

６．事前評価表

事　前　評　価　表

１．対象事業名

モンゴル国税務教育システム構築調査

２．我が国が援助することの必要性・妥当性
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（4）我が国の当該国への基本的援助方策との整合性

　国別事業実施計画においては、重点課題「市場経済移行のための知的支援、人材育成」に

おいて、財政赤字の問題の解決に向け、徴税システムの改善をめざした協力を継続的に行っ

ていく旨が明記されている。これまでJICAは同分野で①制度設計と②情報管理システム構築

を支援しており、今回の人材育成支援はそれらに続く協力と位置づけられている。

３．事業の目的

（1）モンゴル国税庁の税務職員教育システムの基盤を構築する。

（2）これまでに JICAが提案・構築した制度・組織体制を円滑に実施・運用するための支援を行

い、モンゴルの徴税分野における制度・組織インフラを強化する。

４．事業の内容

（1）対　象

1） 調査対象：ウランバートル市を中心とするモンゴル国全国

2） 技術移転の対象：国税庁幹部候補生、研修情報センター講師候補者

（2）アウトプット

1） 税務教育システム構築計画の策定

2） 教育カリキュラムの改訂

3） 基礎教材の作成

4） 税務教育関連知識、教授法、税務関連知識の移転

5） JICA が提案・構築した制度・組織の円滑な運用へ向けた提言

（3）インプット：以下の投入による調査及び技術移転の実施

1） コンサルタント（分野／人数）

　

2） その他

分　野 人 数 分　野 人 数

総括／税務教育システム構築計画 １ その他の税 １

副総括／税務教育カリキュラム １ 検　査 １

ＶＡＴ（付加価値税） １ 課税・徴収 １

法人税 １ 税務会計 １

所得税 １ 納税者広報・租税教育／
１

プロジェクト広報



－ 129 －

（4）総事業費

　調査に要す費用：約２億円

（5）調査のスケジュール

　2003 年 11 月～ 2005 年７月（１年９か月）

（6）実施体制

1） 協力相手国実施機関名：国税庁（GDNT）

2） 協力相手国実施機関の責任者：国税庁長官

５．成果の目標

（1）提案計画の活用目標

　策定された開発計画、カリキュラム、教材等が国税庁により正式に採用、活用される。

　制度・組織運用に関する各種提言がモンゴル政府により採用、実施される。

（2）活用による達成目標

1） 研修情報センターの教員数が増加する。

2） 税務職員の税務教育へのアクセスが向上する。

3） 研修修了時試験における研修受講者の成績が向上する。

4） 検査官の租税捕捉率が向上する。

（1）協力相手国内の事情

1） 政策的要因：政権交代等に起因する開発政策の変更による税務教育の優先度低下

2） 行政的要因：行政機関間の調整の不備等

3） 経済的要因：経済の不況等による税収の低下

4） 社会的要因：対象地区における治安の急激な悪化等

（2）関連プロジェクトの遅れ

　特になし

６．外部要因リスク
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７．今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

1） 活用の進捗度

　策定した計画に基づき国税庁の税務教育計画が立案され、財政経済省の承認がなされる。

　策定したカリキュラム、教材に基づき、税務教育が実施される。

　制度・組織運用提言に基づき国税庁が法案等を作成し、財政経済省の承認がなされる。

2） 活用による達成目標の指標

　国税庁の教員数、税務教育の受講者数（初級、中級、上級、税目別）、研修修了時試験の

成績、検査官の租税捕捉率

（2）上記 1）及び 2）を評価する方法、及びタイミング

　フォローアップ調査によるモニタリング（毎年）

　事後評価：調査終了後３年後（短期アクションプラン目標年次）

　　　　　：調査終了後 15 年後（長期ビジョン目標年次）
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